


序　　　　　文

　インドネシア共和国では、大気汚染や水質汚濁等、深刻な環境問題に直面しているが、環境

分野の技術者・研究者は不足しており、また予算や設備の不足もあり、適切な環境管理政策が行

えない状況にある。このためインドネシア共和国政府の要請を受け、我が国は無償資金協力に

より環境管理センター（Environmental Management Center：EMC）を設立し、その能力強化の

ために「環境管理センタープロジェクト（1993～2000年）」が併せて実施され、環境モニタリン

グや分析研究といった技術移転が行われた。この結果、EMCは環境モニタリング実施に必要な

基礎的能力を備えたと判断された。しかしながら、実際の分析データをより具体的な環境政

策へ反映させていくことや、地方分権政策により、環境管理能力を地方政府環境管理局

（BAPEDALDA）へ移転する必要性が生じたことなど、新たな課題が生じた。

　このような問題に対処するため、インドネシア共和国政府は我が国に対して「地方環境管理シ

ステム強化プロジェクト」を要請してきた。これを受けJICAは、2000年11月より３次にわたる

短期調査団を、また、2002 年３月に実施協議調査団を派遣し、2002 年７月１日より４年間にわ

たるプロジェクトを実施することが決定した。

　その後、プロジェクトは順調な進捗をみせているが、今般、協力開始から２年が経過しようと

しており、プロジェクト活動の進捗状況と成果をインドネシア側と共同で確認するとともに、今

後の協力方針を協議する目的で、JICA 地球環境部 第２グループ長 須藤 和男を団長とする運営

指導（中間評価）調査団を平成 16 年５月 16 日から 27 日まで派遣した。

　本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施にあ

たって、関係方面に広く活用されることを願うものである。

　ここに調査団の各位をはじめ、調査にご協力頂いた、外務省、環境省、在インドネシア日本大

使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願

いする次第である。

　平成 16 年５月

独立行政法人 国際協力機構
理事　北原　悦男
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略　語　表

BAPEDALDA 地方政府環境管理局 ---

BOD 生物科学的酸素要求量 Biological Oxygen Demand

COD 化学的酸素要求量 Chemical Oxygen Demand

CRM 標準物質 Certified Reference Material

C ／ P カウンターパート Counterpart

DEMS 地方環境管理システム Project for Strengthening

強化プロジェクト Decentralized Environmental

（本プロジェクトの通称） Management System

EMC 環境管理センター Environmental Management Center

（＝ PUSALPEDAL、現在は SALPEDAL と改名）

JBIC 国際協力銀行 Japan Bank for International

Cooperation

JCC 合同調整委員会 Joint Coordinating Committee

KAN 国家認証委員会 ---

KLH インドネシア共和国環境省 ---

M／M ミニッツ Minutes of Meetings

NSP 北スマトラ州 North Sumatera Province

ODA 政府開発援助 Official Development Assistance

PDM プロジェクト・デザイン・マトリックス Project Design Matrix

PO、P／ O 活動計画 Plan of Operation

PUSALPEDALDA 地方政府環境管理局ラボラトリー ---

QA/QC 精度保証・精度管理、品質管理 Quality Assurance/Quality Control

R ／ D 討議議事録 Record of Discussion

RM 参照物質、レファレンス・マテリアル Reference Materials

SOP 標準操作手順書 Standard Operating Procedure

SRM 標準物質 Standard Reference Material

SS 浮遊物質 Suspended Solids

SV シニア海外ボランティア

TOR 業務内容 Terms of Reference

評価調査時における１RP ＝ 約 0.013 円



中間評価結果要約表

１．案件の概要

国　名： インドネシア共和国

分　野：

所轄部署：地球環境部 第２グループ

（公害対策）

案件名：インドネシア共和国地方環境管理シス

テム強化プロジェクト

援助形態：技術協力プロジェクト

協力金額（評価時点）：

先方関係機関：

インドネシア共和国環境省（KLH）、

北スマトラ州環境管理局（BAPEDALDA-NSP）

日本側協力機関：

他の関連協力：

協力期 （R／D） 2002年７月１月～

2006年 6月 30日

１－１　協力の背景と概要

　インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）では、大気汚染や水質汚濁等、深刻な環

境問題に直面しているが、環境分野の技術者・研究者は不足しており、また予算や設備等の不足

もあり、適切な環境管理政策がなされていない状況であった。同国はこのような状況に対応すべ

く、我が国の無償資金協力により同国の環境管理の中心機関となる、環境管理センター（EMC＝

PUSALPEDAL、現在はSARPEDALと改名）を設立し、その能力強化のために、JICAは「環境管

理センタープロジェクト（1993～ 2000年）」を併せて実施した。

　このプロジェクトでは環境モニタリングや分析研究といった環境行政の技術的側面を担う人材

の能力育成の技術移転が行われた。その結果、EMCは環境モニタリング実施に必要な基礎的能

力を備えることができた。しかしながら、モニタリングデータを活用して、どのように環境を改

善していくかという能力はまだ不足しており、実際に得られたデータを、より具体的な環境政策

へ反映させていく能力を向上する必要がある。また、2001年より同国で開始された地方分権化

の流れのなかで、環境管理行政についても地方政府への移管がなされてきている。現段階では、

地方政府は環境管理能力の技術的蓄積は乏しく、地方政府環境管理局（BAPEDALDA）に対して

研修等を通じ、環境管理能力強化を行うことも必要とされている。

　このような問題に対処するため、同国政府は我が国に対して「地方環境管理システム強化プロ

ジェクト（DEMS）」を要請してきたものである。

１－２　協力内容

（1）上位目標

国家及び地方レベルの環境管理能力が強化される。

（2）プロジェクト目標

EMCの主導の下、EMCとBAPEDALDAが協働する環境管理体制が構築される。



（3）成　果

1）信頼性の高いモニタリングデータと科学的知見を基に、モデル地域（北スマトラ州）にお

いて特定の環境問題に対する対策のオプションが提案される。

2）KLH及びBAPEDALDAに対し環境管理に関する科学的知見・技術的ガイダンスを提供す

るEMCの能力が強化される。

3）適切な環境モニタリング・監視方法に関するノウハウが、地方政府に移転される。

（4）投　入（評価時点）

日本側：

長期専門家派遣 ４名 機材供与 7,615万 6,000 円

短期専門家派遣 11名 ローカルコスト負担 27億 8,300万 ルピア

研修員受入 ５名

　

相手国側：

カウンターパート（C／P）配置 38名 ローカルコスト EMC 29億 7,789万 1,000 ルピア

土地・施設提供 BAPEDALDA ２億6,200万 ルピア

その他（追加機材購入） ４億7,000万 ルピア

２．評価調査団の概要

団長・総括

環境政策

環境管理

評価分析

協力企画

須藤　和男：独立行政法人 国際協力機構 地球環境部 第２グループ（公害対策）

グループ長

山村　尊房：財団法人 地球環境戦略研究機関 APNセンター センター長

小林　正興：大阪府 環境農林水産部 交通公害課 主査

原口　孝子：グローバルリンクマネージメント 株式会社

小島　弘之：独立行政法人 国際協力機構 地球環境部 第２グループ（公害対策）

第２チーム ジュニア専門員

調査期間 2004年５月16～ 26日 評価種類：中間評価

３．評価結果の概要

３－１　実績の確認

　活動はおおむね全体活動計画及び年次活動計画のとおりに実施されており、成果達成状況も

順調である。モデル地域では、BAPEDALDA環境ラボの整備とデリ川河川水質モニタリングの指

導が前半期で一段落し、2004年度からは、環境管理分野の短期専門家の派遣等を通し、モニタリ

ングデータ等に基づく汚染源の解明、対策オプションの提案という段階に移行している。

　プロジェクト実施体制もおおむね計画どおりである。専門家とC／Pのコミュニケーションも、

言葉や文化の壁により両者が完全に満足するには至らないものの、プロジェクト開始当初よりは

大きく改善したとの意見であった。プロジェクト関係者は本プロジェクトのコンセプトとデザイ

ンを理解しようと努力しており、今後実施に関する問題が発生しても、両者の話し合いにより解

決策を見いだすことができるという自信をつけている。2003年に合同調整委員会（JCC）が１

回開催されたが、本プロジェクトの活動内容、成果等の関連機関への周知とJCCメンバーからの

プロジェクト活動に関するフィードバックを促進し、所期のプロジェクト目標や成果を達成す



るため、JCCをより頻繁に開催することが望まれる。

３－２　評価結果の要約

（1）妥当性

プロジェクト計画の妥当性は計画時点から中間評価時に至るまで一貫して高い。上位目標

は国家開発計画、国家環境基本計画、北スマトラ州の環境局戦略計画いずれの計画内容と

も整合性がある。

インドネシア環境管理におけるEMCの役割も重要である。EMCは、環境政策の裏づけと

なるモニタリングデータ及び科学的知見を全国レベルで提供する機能をもつ唯一の機関とし

て、市民や汚染排出者に対し説得力ある政策を立案・実施するために必要とされている。

　地方分権化との関連では、分権化政策により中央政府の地方行政への影響力が低下してい

るなか、本プロジェクトが環境モニタリングを核に、EMC-BAPEDALDAの協働による環境

管理体制を構築することは、KLHと地方政府との連携の一手段として重要である。また、

PUSALPEDALDA-NSPラボへの支援は、州BAPEDALDA直営の環境ラボ設置を推進すると

いうKLHの方針と合致しており、更に州レベルでのニーズでもある。

協議の結果、EMCは、単なる環境モニタリングだけでなく、それに基づく環境管理政策

に係る提案までを行うべき機関であるとの点が確認され、プロジェクト期間内に、北スマ

トラ州においてはデリ川汚染対策オプションの一部実施までをめざし、全国レベルでも可

能な限り、特定問題に係るモニタリングデータの解析と対策オプションの提案に関し、EMC

とBAPEDALDAの協働による環境管理体制の構築をめざすことを確認した。

（2）有効性

①現行プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に記載された指標及び②今回中間

評価時に合意された指標変更案のいずれを用いても、プロジェクト目標は期間内に達成され

ることが見込まれる。

成果１については、短期専門家派遣の成果品として提示されたデリ川汚染対策オプショ

ン例を基に、後半期において更なるオプションの検討・実施準備・実施が計画されている。

成果２については、地方ラボ向け水質モニタリングガイドラインの配布や EMC ラボの

ISO17025認証取得項目の増加といった成果が既に表れており、これに伴ってKLH他局や自

治体の依頼によるモニタリング活動や調査プロジェクト、全国河川水質及び大気モニタリ

ングを通した環境白書（2003年度発行開始）へのデータ提供等の機会が増えている。成果

３の効果は直ちに表れるものではないが、トレーニングやワークショップ参加により、地方

政府・地方環境ラボのスタッフが、習得した技術やノウハウを環境管理に生かし、EMCに

フィードバックする（質の高いモニタリングデータを送ってくる）ことが期待される。

（3）効率性

これまでのところ、プロジェクトの効率性は高い。インドネシア側、日本側ともにほぼ計

画どおり投入を実施し、成果をあげている。評価すべき側面として、①過去の援助で供与さ

れ、既に故障した機器を、現実的な範囲で修理していること、②北スマトラ州C／Pを、ラ

ボスタッフのみでなくBAPEDALDAスタッフも含め配置するよう変更したこと、等があげら



れる。阻害要因としては、パイロット事業に係る重要な意志決定者であるBAPEDALDA-

NSP局長がプロジェクト開始後２度交代し、プロジェクトコンセプトの十分な理解を取り付

けるために労力が費やされていることがC／Pから指摘された。

（4）インパクト

現時点で上位目標の達成度をみるのは時期尚早だが、終了時評価の際には、EMCが環境

ラボに対して行っている精度管理試験や、地方政府向けワークショップでの各州の報告内容

等から達成状況は測定可能と考えられる。

上位目標達成のためには、北スマトラ州のモデル（EMC-BAPEDALDA協働の環境管理

体制）が他州に波及する必要があるが、現時点でのプロジェクト効果の波及チャンネル

（JCC、KLHミーティング、JICA環境政策アドバイザーの活動等）が波及の手段として十分

かどうかは現時点で判断できない。C／Pからは、関連するKLH他局のプロジェクトへの関

与が高まることが必要との意見も出されている。

（5）自立発展性

中間評価時の入手情報からは、組織・制度面及び技術面の自立発展性は高いと考えられる。

理由として、①EMCが確立された組織であること、②北スマトラ州BAPEDALDAラボが

2004年５月に常設機関としての地位を獲得したこと、③主要なプロジェクト活動はいずれ

もインドネシア側が主体的に企画・実施していること、④C／P機関のスタッフ離職がほと

んどないこと、等があげられる。

財政面の自立発展性につき、上記③はプラス面であるが、機器の修理費用を捻出するため

には、現在の施設維持管理予算の大幅な増額が必要であり、必要最小限の経費による実行可

能な計画づくりに対する今後の支援が必要である。なお、中間評価時、機材管理の短期専

門家により機器の更新計画が策定中であった。また、本プロジェクトによるものではない

が、過去の複数のドナー援助（無償資金協力、円借款、他ドナー支援）にて供与された機器

の更新・保守・修理費用につき懸念がある。

３－３　結　論

　プロジェクト進捗状況は良好であり、期間内にプロジェクト目標達成の見込みはある。特筆

すべき促進要因として、インドネシア側の高いオーナーシップやPDM、活動計画（PO）に基づい

た定期的な進捗モニタリング活動があげられる。

　妥当性や有効性を評価するにあたり、プロジェクトの方向性につき専門家及びC／Pと協議

し、その結果を踏まえてPDMの改定案を合意した。改定のポイントは、パイロット事業の意義

と内容を明確化させること及び、パイロット事業とそれ以外の活動双方の直接効果（アウトカ

ム）の測定が可能な指標を設定することである。

３－４　提　言

（1）PDM改定案におけるプロジェクト目標指標、成果指標及びPOレベルの各活動の目標値や

めざす内容（ターゲット）を明確化する必要がある。

（2）インドネシア側は、本プロジェクト終了後にも効果を持続させるために必要な資金を確保



する必要がある。

（3）現在年１回以上開催するとされているJCCをより頻繁に開催し、プロジェクトの活動をよ

り綿密にレビュー･監理することが重要である。

（4）北スマトラ州モデルプロジェクトの目標達成（環境対策の実施）につき、パイロット事業

であるデリ川汚染管理に関して、関係者の意見を反映させた実施可能な対策を検討する必

要がある。

３－５　教　訓

効率的なプロジェクト実施のためには、計画者はプロジェクト形成過程や計画策定に係る協

議の経緯を可能な限り詳細に記録し、実施チームに渡すことが重要である。うち主要部分は英

文にしてC／Pと共有することが望ましい。
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第１章  中間評価の概要

１－１　運営指導（中間評価）調査団派遣の経緯と目的

　インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）では、大気汚染や水質汚濁等、深刻な

環境問題に直面しているが、環境分野の技術者・研究者は不足しており、また予算や設備等の不

足もあり、適切な環境管理政策がなされていない状況であった。同国はこのような状況に対応

すべく、我が国の無償資金協力により同国の環境管理の中心機関となる、環境管理センター

（EMC＝ PUSALPEDAL、現在はSALPEDALと改名）を設立し、その能力強化のために、JICA

は「環境管理センタープロジェクト（1993 ～ 2000 年）」を併せて実施した。

　このプロジェクトでは環境モニタリングや分析研究といった環境行政の技術的側面を担う人

材の能力育成の技術移転が行われた。具体的には、（1）水質・大気・有害物質分野のモニタリン

グ体制構築、（2）ラボラトリー管理体制の確立、（3）環境の質などに係るデータベース整備、

（4）地方ラボラトリーに対する研修、などの分野でプロジェクト活動を実施した。これらの活動

を通してEMCは環境モニタリング実施に必要な基礎的能力を備えることができた。しかしなが

ら、モニタリングデータを活用して、どのように環境を改善していくかという能力はまだ不足

しており、実際に得られたデータを、より具体的な環境政策へ反映させていく能力を向上する必

要がある。また、2001年より同国で開始された地方分権化の流れのなかで、環境管理行政につ

いても地方政府への移管がなされてきている。現段階では、地方政府は環境管理能力の技術的蓄

積は乏しく、地方政府環境管理局（BAPEDALDA）に対して研修等を通じ、環境管理能力強化を

行うことも必要とされている。

　このような問題に対処するため、同国政府は我が国に対して「地方環境管理システム強化プ

ロジェクト（DEMS）」を要請してきたものである。

　係る状況の下、2002年７月１日より４年間の予定で、新たな技術協力プロジェクトが実施され

ることとなった。本プロジェクトにおいては、「EMCの主導の下、EMCとBAPEDALDAが協働

する環境管理体制が構築される」ことを目的として、（1）北スマトラにおけるパイロット事業、

（2）EMCの技術機能強化、（3）地方政府の環境モニタリング・環境調査機能強化、の３つの柱を

設けてプロジェクトを実施してきた。

　今般、プロジェクトが開始して２年を経過しようとしており、その中間地点にさしかかってい

ることから、日本側調査団及びインドネシア側関係者の双方は、これまでのプロジェクト活動

の状況を精査する合同評価を行うとともに、後半２年間のプロジェクト活動の方向性にかかわ

る提言などを行った。

１－２　評価者の構成

〈日本側〉

団長・総括：須藤　和男 独立行政法人 国際協力機構 地球環境部 第２グループ（公害対策）

グループ長

環境政策　：山村　尊房 財団法人 地球環境戦略研究機関 APN センター センター長

環境管理　：小林　正興 大阪府 環境農林水産部 交通公害課 主査

評価分析　：原口　孝子 グローバルリンクマネージメント 株式会社
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協力企画　：小島　弘之 独立行政法人 国際協力機構 地球環境部 第２グループ（公害対策）

第２チーム ジュニア専門員

〈インドネシア側〉

Ms. Laksmi Dhewanthi： Acting Head of Bureau for Planning and International Cooperation,

Ministry of Environment (KLH)

１－３　評価調査日程

日順

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

月日・曜日

５月12日（水）

５月13日（木）

５月14日（金）

５月15日（土）

５月16日（日）

５月17日（月）

５月18日（火）

5月19日（水）

５月20日（木）

５月21日（金）

５月22日（土）

５月23日（日）

５月24日（月）

５月25日（火）

５月26日（水）

５月27日（木）

行　　程

午後 成田→ジャカルタ（原口）

専門家チームとの打合せ

午前 JICAインドネシア事務所にて打合せ

午後 EMCにて調査方針説明、専門家ヒアリング

終日 カウンターパート（C／P）ヒアリング

終日 資料整理

終日 前半調査結果取りまとめ、成田→ジャカルタ（須藤、小林）

午前 藤塚個別専門家ヒアリング

JICAインドネシア事務所にて調査方針協議

午後 EMC表敬、調査方針説明

午前 在インドネシア共和国日本大使館表敬、調査概要説明

インドネシア共和国環境省（KLH）表敬、DeputyⅣヒアリング

午後 調査方針説明、DeputyⅦヒアリング、大臣官房表敬

午前 EMC C／Pヒアリング（DeputyⅠ、Ⅱ、Ⅲ）

午後 全Divisionとのプロジェクト内容検討

終日 ジャカルタ→北スマトラ

午前　北スマトラ州BAPEDALDA表敬、ヒアリング

午後　北スマトラ州地方政府環境管理ラボラトリー（PUSALPEDALDA）

　　　表敬、ヒアリング

終日 北スマトラ→ジャカルタ、団内打合せ

終日 ミニッツ（M／M）案作成

終日 EMCにてM／M協議

午前 EMCにてM／M協議

午後 M／M修正

午前 M／M署名

午後 JICAインドネシア事務所及び

在インドネシア共和国日本大使館報告

夕刻 帰　国

午前 成田到着
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１－４　主要面談者

〈日本側〉

（1）在インドネシア共和国日本大使館

清原　宏眞 二等書記官

（2）JICA インドネシア事務所

加藤　圭一 所　長

戸塚　眞治 次　長

内藤　智之 所　員

（3）専門家

桑田　一弘 チーフアドバイザー

川喜田英博 業務調整

石原　剛敏 応用分析技術

神谷　明男 環境モニタリング・監視

藤塚　哲朗 環境政策

矢次　憲誓 シニア海外ボランティア（SV）

〈インドネシア側〉

（1）環境管理センター（EMC）

Mr. Imam Hendargo Assistant Deputy for EMC, KLH

Mr. Hari Wahyudi Head, Div. I (Environmental Testing Lab)

Mr. Wisnu Eko Yulianto Head, Calibration Sub Div., Div.I

Mr. Muns Hilman Head, Div.II (Environmental Lab. Network)

Mr. Anwar Hadi Head, Performance Evaluation Sub Div., Div.II

Ms. Lien Rosalina Head, Capacity Development Sub Div., Div.II

Ms. Halimah Syafrul Head, Div.III (Monitoring), EMC

Ms. Dewi Ratnaningsih Head, Soil and Water Quality Maintenance Sub Div., Div.III

（2）インドネシア共和国環境省（KLH）

Mr. Arief Yuwono Minister Secretary

Ir. Isa Karmisa Ardiputra Deputy for Env. Impact Management from Institution Sources

Dra. Masnellyarti Hilman Deputy for Technical Infrastructure for Env. Management

（3）北スマトラ州地方政府環境管理局（BAPEDALDA-NSP）

Dr. Rosdiana Simarmata   Head, Environmental Technology Div.

Ms. Rismawati   Staff, Environmental Technology Div.

Mr. Salmon Sius Girsang   Head, Quality Standard and Laboratory Sub Div.

Ms. Rita   Staff, Monitoring Div.
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（4）北スマトラ州地方政府環境管理局ラボラトリー（PUSALPEDALDA-NSP）

Ms. Hidayati Head

Mr. Abner Tarigan Staff, Environmental Laboratory

Mr. Sahat Pahpahan Head, Administration Dep.

Ms. Mulyani Atmaja Water Laboratory

Mr. Gideon Ritonga Air Laboratory

Ms. Mesra L. Nadeak Air Laboratory

１－５　評価項目・評価方法

　評価は JICA事業評価ガイドライン第１版（2001年９月）に準拠し、評価を行った。評価に使

用したプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は討議議事録（R／D）署名時のものを

使用した。評価にあたっては、プロジェクト及びC／ P作製の報告書その他各種資料調査、関

係者へのアンケート及びインタビューに基づき進捗状況、実施のプロセス、外部条件の変化を

確認し、評価５項目による評価を実施し、提言を行った。
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第２章  プロジェクトの実績と現状

２－１ 投入実績

　以下に、投入の当初計画及び調査時点までの実績を示す。これまでのところ、おおむね計画

どおりに投入が実施されている（当初計画と実績の対比は「付属資料ミニッツ Annex  4：

Performance Grid」参照）。

２－１－１　日本側投入

（1）専門家派遣

　　これまで長期専門家が計４名、短期専門家が計 11 名派遣された（表２－１参照）。

表２－１　専門家派遣実績　（帰国日は予定日含む）

氏　名

長期専門家長期専門家長期専門家長期専門家長期専門家

１　桑田　一弘

２　川喜田　英博

３　神谷　明男

４　石原　剛敏

短期専門家短期専門家短期専門家短期専門家短期専門家 2 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 2年度年度年度年度年度

１　久本　泰秀

２　近藤　明

３　石橋　康弘

４　佐藤　衛

５　鈴木　晋

短期専門家短期専門家短期専門家短期専門家短期専門家 2 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 3年度年度年度年度年度

１　近藤　明

２　大塚　篤

３　冨田　孝子

４　近松　稔

５　佐藤　衛

６　荒井　雄史

指導科目

チーフアドバイザー

業務調整

環境モニタリング・監視

応用分析技術

分析機器選定・メンテナンス

大気汚染モニタリング技術

ラボラトリー排水処理技術

標準物質調製技術

環境情報システム

大気汚染モニタリング技術

ラボ排水処理技術

環境管理システム

大気測定機器メンテナンス

機材管理

排水処理装置運転操作

所属先

－

社団法人 青年海外協力協会

－

株式会社 東京設計事務所

－

大阪大学

長崎大学

東邦チタイウム

－

大阪大学

有限会社 エコ・プランナーズ

愛知県

株式会社 堀場テクノサービス

－

NECアメニプランテクス株式会社

出発日

2002/7/1

2002/7/1

2002/12/1

2002/7/1

2002/7/18

2003/1/20

2003/3/16

2003/4/10

2003/4/10

2003/7/20

2004/2/15

2004/3/14

2004/3/24

2004/3/24

2004/3/28

帰国日

2004/6/30

2006/6/30

2004/11/30

2004/6/30

2002/8/31

2003/3/5

2003/3/22

2003/7/9

2003/7/9

2003/8/9

2004/5/1

2004/5/16

2004/4/3

2004/6/23

2004/5/1

出所：専門家による報告

（2）機材供与

　　技術移転に必要なサンプリング、分析機器を中心に、2002年度 2,859 万 5,000 円、2003 年

度 4,756 万 1,000 円分が供与された。

（3）研修員受入

　　表２－２に示すとおり、計５名のカウンターパート（C／ P）が本邦研修に派遣された。



－ 6－

表２－２　研修員受入実績（2003 年９月現在）

分　野

200 22 0 0 22 0 0 22 0 0 22 0 0 2年度年度年度年度年度

１　ラボ管理

２　環境分析

200 32 0 0 32 0 0 32 0 0 32 0 0 3年度年度年度年度年度

１

環境モニタリング

２

環境モニタリング

３　ラボ管理

氏　名

Ms. Sufenal Healthy

Ms. Hidayti

Ms. Simanjuntak

Rismawati

Ms. Dewi Ratnaningsih

Ms. Kresnawat

研修受入先

愛知県 環境部

愛知県 環境部

－

大阪府 環境情報センター

大阪府 環境情報センター

愛知県 環境調査センター

開始日

2003/3/3

2003/3/3

2003/8/18

2003/8/18

2003/8/3

終了日

2003/6/1

2003/6/1

2003/10/25

2003/10/25

2003/10/30

出所：専門家による報告

（4）ローカルコスト負担

　　表２－３に示すとおり、2002年度 12億 5,300 万ルピア、2003 年度 15億 3,000 万ルピアが

現地業務として支出された。

表２－３　現地業務費実績

（単位：千ルピア）

一般現地活動費

現地適用化事業費

供与機材費

合　　計

2002年度

821,636

431,264

1,252,900

2003年度

906,976

362,006

261,385

1,530,367

出所：専門家による報告

２－１－２　インドネシア側投入

（1）C ／ P

　　プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト･マネージャー及び、環境管理センター

（EMC）スタッフ計 27 名、北スマトラ州地方政府環境管理局（BAPEDALDA-NSP）スタッ

フ計９名がC／ Pとして投入された。BAPEDALDA-NSP スタッフには、北スマトラ州地方

政府環境管理局ラボラトリー（PUSALPEDALDA-NSP）所長以下スタッフ計２名が含まれ

る。

（2）施設・機材

　　EMC 及び BAPEDALDA-NSP の既存施設・機材が投入された。その他、EMC は追加機材

として、2002 年度２億 5,200 万ルピア（ラボ機材）、2003 年度２億 1,800 万ルピア（ラボ情

報管理システムのハードウェア）相当を調達した。
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（3）ローカルコスト

　　EMC〔インドネシア共和国環境省（KLH）予算〕及びBAPEDALDA-NSP（北スマトラ州

予算）より、プロジェクト活動経費が表２－４に示すとおり支出されたと報告されている。

ただしEMCの経費については、「３－２（5）自立発展性」にて詳述するように、報告額（13

～ 17 億ルピア）は本プロジェクト経費以外の費用を多く含むものであり、純粋に本プロ

ジェクト活動のための支出は２億ルピア程度との情報もある。

表２－４　ローカルコスト実績

（単位：千ルピア）

EMC

BAPEDALDA-NSP

合　　計

2002年度

-

-

-

2003年度

1,274,530

100,000

1,374,530

2004年度※

1,703,361

162,000

1,865,361

※注：計画額。

出所：EMC及びBAPEDALDA-NSPによる中間評価質問状回答

２－２　活動実績

　各活動の実施状況は、「３－３　分野別評価」及び「付属資料ミニッツ Annex 4：Performance

Grid」に示したとおりである。これまでのところ、おおむね計画どおりに活動が実施されている。

２－３　成果達成状況

　各成果の指標実績は表３－１及び「付属資料ミニッツAnnex 4：Performance Grid」に、詳細

な達成状況は「３－３　分野別評価」に示すとおりである。これまでのところ、おおむね計画ど

おりに成果が達成されつつある。

２－４　プロジェクト実施体制・実施プロセス

２－４－１ プロジェクト実施体制

　プロジェクト実施体制はおおむね計画どおり機能している。プロジェクト･ダイレクター及び

プロジェクト･マネージャーは、討議議事録（R／ D）にて規定されたとおり、KLH第７次官及

び第７局第１次官補（EMC所長）がそれぞれ務めている。またプロジェクト活動実施に係る専

門家、C／ P（「２－１　投入実績」参照）それぞれの業務内容は専門家業務内容（TOR）及び第

７局第１次官補令（Decree of Asdep 1/ VII No.17/2002）にて明確に規定されており、そのとお

りに活動が行われていると報告されている。なお後述するように、本プロジェクトの活動は

C／ Pの本来業務の一部という位置づけであるため、その多くがインドネシア側の主導で実施

されている。このことには、専門家が本プロジェクトのオーナーシップはインドネシア側にあ

ることを繰り返し説明してきたことも貢献していると思われる。

　プロジェクトの年次活動計画の策定及び進捗モニタリング１は、プロジェクト･ダイレクター

又はプロジェクト･マネージャーをはじめとする主要C／ P及び専門家が出席するマネージメン

１　本報告書においては、プロジェクト管理上のモニタリングを環境モニタリングと区別して「進捗モニタリング」と呼ぶことと

する。
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トミーティングを通して行われている。これまで、マネージメントミーティングは EMCを拠点

とした活動のためのものが計 10 回、北スマトラ州を拠点とした活動のためのものが計６回開催

され、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）及び活動計画（PO）に基づいた活動計

画・実績、活動実施上の問題点と解決策等が議論されている。進捗モニタリングの結果は、課

長級の C／ Pによって半期ごとの進捗モニタリング･レポートにまとめられ、過去３回 JICA に

提出されている。専門家によると、進捗モニタリング・レポート作成におけるC／Pの主体性は

プロジェクト開始当初と比較して高まっているものの、期限内の提出や報告書構成につき、依

然として専門家による指導が必要とのことである。

　プロジェクトの運営組織として合同調整委員会（JCC）が計画どおり設置され、2003年に１回

会議が開かれた。現時点では、JCC はプロジェクトの進捗をKLH 他局に報告する場として機能

しており、プロジェクトに対するメンバーからのフィードバックは特になされていない模様で

ある。JCCが過去１回しか開催されていない理由として、プロジェクト･ダイレクターは、多忙

なメンバーの日程調整が困難であることをあげている。また、メンバーからプロジェクトへの

フィードバックがない理由は「本プロジェクトにはこれまで特に大きな問題がないため」との説

明であった。

　日本国内での技術的支援としては、これまで計５回の国内支援委員会が開催されている。専

門家は、委員会が短期専門家のリクルートや本邦研修の受入先確保などの面で本プロジェクト

を支えていることを評価する一方で、テレビ会議という手段ではプロジェクト側の本意を十分

に委員に伝えるのが困難である、とも指摘している。

２－４－２　プロジェクト内のコミュニケーション

　専門家とC／Pのコミュニケーションは、プロジェクト当初と比較して大きく向上したという

意見が専門家、C／ P双方から得られた。EMC所長によると、プロジェクト開始当初はPDM及

び POの内容を理解するのが困難であったことに加え、文化や働き方の違いから、専門家ととも

に業務をすることに大きな困難を感じていたが、チーフ･アドバイザーの努力や繰り返し話し合

う機会をもつことで、現在では、諸問題を話し合って解決できる関係が構築されているとのこ

とである。

　もっとも、EMC、BAPEDALDA-NSPいずれのC／P機関も、プロジェクト実施の問題点とし

て、専門家との英語でのコミュニケーションが困難であることをあげている。専門家からも、

円滑な業務の遂行にはある程度のインドネシア語会話力が必要であるとの指摘がなされた。

２－４－３　本プロジェクトの活動に係る認識

　実施プロセスに関し、調査団滞在時の協議中、何を本プロジェクトの活動と捉えるかについて

の議論があった。EMCスタッフによると、C／Pの業務は「地方環境管理システム強化プロジェ

クト（DEMS）活動（本プロジェクトのために認められたC／ P予算を用いて、又は本プロジェ

クトによって供与された機材を用いて行われる活動）」と「EMC独自の活動（通常のKLH経常予

算またはプロジェクト予算を用いて行われる活動）」に分けられるとのことである。その結果、

「EMC と地方政府環境管理局（BAPEDALDA）の協働による環境管理体制の構築」というプロ

ジェクト目標達成のために必要な活動の一部のみが「DEMS活動」と位置づけられている状況

である。例えばEMCがKLH他局や他の自治体から依頼されて行っているモニタリング及び調査



－ 9－

レポートの提出は、内容的には成果２のための活動と考えられるが「DEMS活動」とはみなされ

ていない２。また、PUSALPEDALDA-NSPによると、C／ Pが本プロジェクトの活動に割く業務

時間は、平均すると全体の 15％程度とのことであった。

　C／ P が兼任であることや、本プロジェクトの活動以外の C ／ P の業務も成果及びプロジェ

クト目標達成に貢献していることは、EMC及び BAPEDALDA-NSP の組織としての活動を日本

側が側面支援するという本プロジェクトの方針を考えると自然である。また専門家によれば、

C／ Pが「組織独自の活動」と位置づけている活動においても、専門家による指導や助言が間接

的に役に立っているため、その結果を技術協力の成果と位置づけることもできる。現時点で

は、上述したような他機関依頼の調査レポートのほか、北スマトラ州でのデリ川クリーンキャ

ンペーンや有害廃棄物セミナーの開催等が「組織独自の活動による本プロジェクトの成果」の例

としてあげられる。

２　なおEMCからは、「そもそもEMCのすべての活動は日本による支援（無償資金協力、円借款、環境センタープロジェクトを含

む）によって成り立っているものであるため、『EMC独自活動』をDEMS活動とみなしてもよい」との発言もあった。
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第３章　 評価結果

３－１　評価結果の総括

（1）JICA 専門家及びカウンターパート（C ／ P）ほか、プロジェクト関係者の協力と努力によ

り、プロジェクト活動は着実に実施され、環境管理センター（EMC）職員のモニタリングデー

タの解析能力の向上、地方自治体のモニタリング担当者の研修等、活動実績もあがってお

り、概して、プロジェクトは円滑に進展してきたと評価できる。

　　プロジェクトを成功させるための中心課題は、EMCあるいは、地方政府の環境局が、モニ

タリング結果を解析し、環境管理上の問題点を明確にし、その問題に対する対応策の策定と

実施に繋げる仕組みづくりを行うことである。

　　今後、プロジェクト目標の達成に向け、様々なプロジェクト活動をスケジュールに従い、

効果的に実施するためには、JICA 専門家チームを代表するチーフアドバイザーとイマム

EMC 所長（プロジェクト・マネージャー）並びにネリ第７局長（プロジェクト・ディレク

ター）とのコミュニケーション（プロジェクトの進捗状況の報告、問題の整理とその解決の

ための協議、プロジェクトの具体的な活動計画に関する協議等）を今後、更に緊密にする必

要がある。特に、EMC が測定、収集、分析したモニタリングのデータをいかに環境行政あ

るいは具体的な環境対策の策定に生かしていくかについて今後、インドネシア共和国環境省

（KLH）のネリ第７局長ほか関係部署と一層緊密な協議を行うべきである。

　　その点からも、合同調整委員会（JCC）を有効に活用することが重要である。また、KLH官

房に政策アドバイザーとして派遣されている藤塚専門家との連携も重要である。

（2）JICA専門家及びそのC／Pは、プロジェクトの開始以降、活動計画（PO）に記述された個々

の活動について、その最終ターゲットをあまり意識せずに実施してきたようであるが、今

後、プロジェクトの終了に向け、活動のターゲットについて JICA 専門家、C／ P 等関係者間

で共通認識をもつ必要がある。今回の中間評価調査において、プロジェクトの活動の実態を

踏まえ、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の内容を一部改定したが、PO に記

述されている個々の活動についてもプロジェクトの終了時までに何を達成するべきなのか、

PDMのプロジェク目標や成果を考慮しつつ、そのターゲットを早急に明確にする必要がある。

（3）今回の中間評価調査の実施に際し、プロジェクト・マネージャーであるイマム EMC 所長が

調査後半、海外出張のため不在であり、本調査結果の取りまとめ協議に参加できなかった。

また、インドネシア側との合同評価であるべきであるが、インドネシア側の評価者は１名選

定されたのみであり、実質的にはその部下が北スマトラ州メダンの現地調査への同行やEMC

での協議に同席したが、評価内容については全く発言しなかった。

　　これらの事実からインドネシア側の合同評価に対する認識が低かったことが分かるが、プ

ロジェクト終了時の合同評価の実施に際しては、事前に JICA 関係者からインドネシア側へそ

の体制を取るための十分な働きかけが必要である。

（4）本プロジェクト活動の一環として北スマトラ州政府環境局と協力し、パイロット・プロジェ
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クトを実施している。それは北スマトラ州メダン市中を流れるデリ川の水質モニタリングを行

い、その分析結果を基に、いくつかの水質汚濁対策を検討し、その一部を実施するというも

のである。

　　先般、約２か月間冨田専門家を派遣し、デリ川の水質モニタリングデータの解析を行い、汚

濁負荷量の推定、汚染源の推定等を行うとともに、水質汚濁の改善のための提言を行った。

　　プロジェクト目標の達成のためにはパイロット・プロジェクトの実施を通じた技術移転は必

須の活動である。今後も北スマトラ州政府環境局が、デリ川の汚濁状況に関する必要情報を

継続的に収集し、それに基づき的確な汚濁対策を策定し、その対策を実施できるように支援す

るため、長期専門家と連携し、現地に常駐し活動する短期専門家の派遣が必要である。

（5）矢次シニア海外ボランティア（SV）は北スマトラ州政府環境局環境検査所（メダン）に配属

されており、今まで、約１年半にわたり、検査所職員のモニタリング・分析能力や検査所管理

能力の向上のための指導を行っている。

　　一方、EMCも本プロジェクトの活動の一環として当検査所に対し、特に、デリ川の水質モ

ニタリングに関し、技術的支援を行ってきた。しかし、JICA 専門家や EMC職員はスルポン

にある EMCを活動のベースとしているため、当検査所への技術指導は継続的な短期出張や前

述の冨田短期専門家の派遣により実施してきた。

　　このような状況において、メダンに常駐し、北スマトラ州環境検査所に対し、環境モニタ

リングの技術指導を行っている矢次シニア・ボランティアは、本プロジェクトの一員ではな

いが、本プロジェクトにおけるパイロット・プロジェクトの推進に大きな役割を果たしてい

る。

３－２　評価５項目による分析

（1）妥当性

　　プロジェクト計画の妥当性は計画時点から中間評価時に至るまで一貫して高い。上位目標

である「国家及び地方レベルの環境管理能力の強化」は、国家開発計画（PROPENAS）、国

家環境基本計画（2001 ～ 2004）、またモデルサイトである北スマトラ州の環境局戦略計画

（2002 ～ 2005）いずれの計画内容とも整合性がある。

　　インドネシア環境管理におけるEMCの役割も重要である３。地方の環境管理に直接関係する

KLH の部局としては、EMCを管轄する第７次官のほか、第２次官（地方行政組織における環

境管理体制の強化）、第４次官（産業系環境影響の管理）及び第５次官（非産業系環境影響の

管理）（いずれも JCC メンバー）があるが、そのなかで EMC は、環境政策の裏づけとなるモ

ニタリングデータ及び科学的知見を全国レベルで提供する機能をもった唯一の機関となってい

る。上述の開発計画や環境計画関連文書も、環境管理の手段としての環境モニタリングの強

化に言及しており、本プロジェクトが環境モニタリングの分野で技術協力を行うことは、科

学的根拠に基づいた環境管理の推進に有効な手段と考えられる４。なお、KLH 関係者によれ

３　中間評価時点でのインドネシアの環境管理体制の現状は、実施協議調査報告書に記載されたプロジェクト開始時の状況から特

に大きな変更はないため、本報告書では記述を割愛する。

４　 KLHや他の関係者によると、インドネシアの環境基準や環境法規則等は欧米諸国のものにならって整備されており、必ずしも

インドネシアの環境の現状を反映していないとのことである。そのような状況で、EMCが測定あるいは収集した環境データを基

準設定に活用することは、実態により即した環境管理体制の構築に資すると考えられる。
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ば、環境データが収集され環境政策が科学的裏づけをもつことで、政策の市民への説得力や

汚染者に対する市民のプレッシャーが増す、という効果を見込んでいるとのことである。

　　2001年から進められている地方分権化政策とプロジェクトの方向性も合致している。まず、

中央政府レベルでは、地方分権化政策により、すべてのセクターにおいて中央政府が地方をコ

ントロールしたり地方の情報を収集することが困難となっているなか、本プロジェクトが

EMCと州政府の環境管理当局との協働による環境管理体制を構築しようとしていることは、

全国レベルでの環境政策に責任を負う KLH の、地方政府との連携の一手段として重要である

と考えられる。この点につき、KLH第７次官も、調査団の訪問時に「地方分権下では、環境モ

ニタリングは中央が地方環境管理に対して影響力を持もつための有効な戦略である」と話して

いる。KLHが 2003 年より発行を始めた環境白書においても、EMCが地方政府より収集し提

供する環境データへのニーズが高まっている。

　　次に地方政府レベルをみると、地方分権化によって環境行政の実施責任は市・県レベルに

委譲され、州政府は複数市県にまたがる環境問題への対策についてコーディネーションを行

うこととされた。従来、地方政府は環境ラボを所有しておらず、行政としての環境モニタリ

ングは各省庁や大学、民間のラボに委託して行っていたが、2001 年以降、省庁の地方ラボの

多くは州政府に移管された５。そのような状況のなか、KLH は州 BAPEDALDA が管轄域内の

環境情報を収集することを求めるとともに、地方ラボの機器のうち州政府が所有する分を用

い、州 BAPEDALDA 直営の環境ラボを設置することを推奨している。これに応え、本プロ

ジェクトのモデルサイトである北スマトラ州をはじめ、７つの州が既に地方政府環境管理局ラ

ボラトリー（PUSALPEDALDA）を設置している６。本プロジェクトが PUSALPEDALDA へ

の支援を通して地方環境管理体制の構築を進めていることは、このような州政府の方針に合

致するものであり、今後、同様のラボ設置を考えている地方に対しモデルとなるケースを提

供するという意義がある。

　　EMCの機能とプロジェクト目標の妥当性に関し、目標中の「環境管理体制構築を EMCが

主導する」という表現をどのように捉えるかについては、関係者の意見の分かれるところで

あった。環境大臣令（No.5/2002）にて規定されている EMCの機能は、環境ラボ整備・運営

及び環境モニタリングに関する技術的な側面でのガイダンスであり（囲み３－１参照）、EMC

所長はじめスタッフも同様の認識をもっていた。すなわち、モニタリング結果に基づいて環

境問題への対策を策定・提言し、実行する、という環境管理サイクル（図３－１参照）におい

て、EMC はあくまでも「モニタリング（サンプリング、分析）」の段階までしか担当しない

との見解である。しかし、EMC を所管する第７次官は調査団との協議のなかで、「EMC ス

タッフの共通認識」として、環境問題への対策オプションを提言するところまでを EMCの機

能とした７。上記環境大臣令の解釈は、「列挙されている EMCの機能は、EMCに必要とされ

５　保健省、公共事業省（現居住地域インフラ省）、工業省等が所有する地方ラボが、日本を含むドナー援助を受け環境モニタリン

グを行っていた。地方分権化により、ラボの多くは州政府に移管されたが、ラボの種類や州により状況は大きく異なっている。

６　アチェ特別州、北スマトラ、ジャンビ、ランプン、南スマトラ、南スラウェシ、ジャカルタ特別州。

７　第７次官は、「モニタリング」という言葉には、サンプリング、分析だけでなく分析データの解析、問題点の特定、問題への対

策の策定までが含まれると説明し、EMCスタッフが「EMCの機能はモニタリングまで」と話したことを広く解釈する姿勢を貫い

ていた。また、中間評価質問票へのEMCスタッフによる回答のなかで、EMCの機能を限定的に捉えたり地方分権化政策をプロ

ジェクトにとってのマイナス要因と指摘した部分はすべて、第７次官によって「誤り」とされ、EMCからは訂正された回答が後

日提出されたという一件もあった。
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囲み３－１　KLH第７次官及びEMCの機能

環境大臣令（No.5/2002）による「環境省の機能と役割」に規定されたKLH第７次官及びEMC

の機能は次のとおり（前者は調査団訳、後者は専門家訳）。

〈環境省環境管理技術の整備・開発に係る第７次官〉

環境管理技術の整備・開発に係る政策策定、同政策に基づいた諸活動の監理・評価、関連す

る政府機関・非政府機関等との連携構築。

〈EMC（環境管理センターに係る第１次官補）〉

（ア）環境ラボの操業

1）　ラボ操業のための指導〔標準操作手順書（SOP）〕教材を提供すること。

2）　環境質と機材のテストを行うこと。

3）　ラボ操業のための機材、検定、テスト項目の方法を開発すること。

4）　標準物質及び評価試験のための標準物質を製造すること。

5）　試験所排水の処理を管理すること。

（イ）環境試験所のネットワーク

1）　ラボ運営のネットワークの開発。

2）　環境質に関する分析等の技術的指導をすること。

3）　ラボ評価を実施すること。

4）　環境ラボの設置に関して、地方政府、県、市その他に対して技術的支援を行うこと。

5）　地方における環境ラボの指定に関して技術的な推薦を行うこと。

（ウ）環境モニタリング

1）　環境質のモニタリングに関して、指導のためのガイドラインを策定すること。

2）　環境質のモニタリングと調整に関するプログラムを開発すること。

3）　環境質のデータを評価、報告すること。

4）　環境質のモニタリング調査に関する協力を調整すること。

5）　環境基準に関する調査研究を行うこと。

（エ）ラボ運営

1）　ラボの総務を担当する。

2）　ラボのメンテナンス及び会計業務を行う。
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囲み３－２　プロジェクト目標の解釈に係る協議

本プロジェクトの妥当性を評価するにあたり、まずはプロジェクトのめざすものが何かにつ

いて関係者の認識を共通化させる必要があった。討議議事録（R／D）に記載されたプロジェク

ト目標は、「EMCの主導の下、EMCと地方政府環境管理局（BAPEDALDA）が協働する環境管

理体制が構築される」であり、その達成度を測る指標としては①北スマトラ州での３分野の環

境問題に対する対策オプションの実施、②EMCから地方政府に５つの技術ガイドラインが提

供・更新されること、③EMCによる360人の地方政府職員トレーニング（いずれも2006年まで

の目標）が設定されていた。しかし、これら目標及び指標の解釈にいくつかの異なる意見があっ

たため、中間評価調査団訪問時、主に以下の点が議論された。

・（論点） 北スマトラ州でのモデル事業が対象とする「３分野」の環境問題は何を意味する

か？

（結論）「３分野」の中身については意見が分かれるところだが、モデル事業としては短期

間で３分野もの実績をあげる必要はないため、デリ川汚染対策に集中する。イン

ドネシア側より大気及び有害物質、という新分野を追加するとの要望もあったが、

これは盛り込まない〔北スマトラ州地方政府環境管理局ラボラトリー

（PUSALPEDALDA-NSP）が2005年度に左記２分野のラボ整備を計画していること

に合わせた要望だが、プロジェクト後半期にラボ整備、モニタリング技術移転から

始めて対策オプションの実施に至るのは不可能〕。かわりに、左記２分野に係る

トレーニングは成果３のコンポーネントとして含まれることを、ミニッツのPDM

改定理由（Annex 1）に明記する。

・（論点） EMCとBAPEDALDAの協働とは具体的にはどのような関係か？

（結論） EMCから技術面でのガイダンスやトレーニングを提供するほか、地方の特定の環

境問題に対しBAPEDALDAとEMCが共同で調査を行う、BAPEDALDAが各地方

の環境データをEMCに提供する、等の様々なチャンネルを含む（このようなチャン

ネルへ参加する地方政府の数をプロジェクト目標指標として追加する）。北スマトラ

州においては、更にBAPEDALDAの環境ラボ整備が本プロジェクトに強く期待さ

れており、これに対するEMCの協力（コンサルティング）をモデル化する。

・（論点） 目標に掲げている「環境管理体制の構築」は北スマトラ州のみで実現をめざしてい

るのか？

（結論） ラボ整備、モニタリング、問題点の特定、対策オプションの策定・選択、オプショ

ンの実施、評価といった環境管理のサイクル（図３－１）のなかで、プロジェク

ト期間内には、北スマトラ州での対策オプション一部実施までをめざす。ただし

他地域においても、問題点の特定、対策オプションの策定・選択といった段階まで

は部分的にせよ到達を図りつつ、EMCが環境管理に果たす役割を高めることをめ

ざす。

　このような認識の下、PDMの指標や活動が一部書き換えられた。変更の概要は表３－１及び

「４－１　改訂PDM案の要点」を参照のこと。
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（2）有効性

　　プロジェクトの有効性を判断するためのプロジェクト目標指標として、①R／D添付のPDM

にて合意されている指標及び②調査団協議を通じて出された指標改定案の双方を用い、それ

ぞれの達成状況と、各成果の貢献度合いを検討した。これまでの良好なプロジェクト実施状況

と成果達成状況にかんがみ、本プロジェクトの有効性は高く、①、②の指標の範囲では、プロ

ジェクト目標はプロジェクト期間内に達成されることが見込まれる。各指標のベースライン、

ターゲット及び評価時の現状は表３－１に示したとおり（プロジェクトの実績全体は、付属

資料ミニッツの「Annex 4：Performance Grid」参照）。

　　現時点では成果が達成されつつある状況であるため、それらがプロジェクト目標達成に結

びついているかどうかを判断するには時期尚早であるが、収集情報からは以下のような点が

考察できる。なお成果ごとの詳細な評価結果は「３－３　分野別評価」に記述した。

・成果１（北スマトラ州における環境問題への対策オプションの提案）

　　2004 年５月に短期専門家（環境管理システム）が、これまでに収集されたモニタリング

データや汚染源データに基づき、デリ川水質保全対策のオプション例をいくつか提案して

いる。プロジェクト終了時までには、そのような提案が検討又は追加され、うちいくつかは

実施に至ることが期待できる。BAPEDALDA-NSP は、オプション実施の意思を明確に表明

しており、そのために州知事令による特別プロジェクトチームを設置し、市民や産業を巻

き込んだ実施体制を構築する計画を立てているとのことであった。

・成果２（EMC の中央、地方に対するガイダンス能力の強化）

　　中間評価時点では、EMC は既に水質モニタリングガイドラインを全州に配布済みであ

る。また、本プロジェクトの活動であるジャカルタ大気汚染調査は、成果である報告書作

成に向けて進行中である。さらに、ISO 認証取得や SOP 作成等の実績に伴い、本プロジェ

クト以外のEMCの活動についても、KLHや自治体の依頼に応じて行っているモニタリン

グ活動や調査（ジャカルタ湾における魚の大量死の原因調査、チサダネ川８モニタリング、

工場等の環境対策の効果測定等９）や、環境白書への EMCからのデータ提供といった機会

が増え、KLHのシンクタンクとしての EMCのプレゼンスが高まっていると考えられる。

今後、このような調査結果やデータの質が本プロジェクトの成果によって向上し、依頼機

関・自治体の環境政策に生かされることや、全国から送られてくる水質及び大気のモニタ

リングデータがEMCの技術ガイドラインを反映したものとなっていることなどが確認でき

れば、本成果の有効性を推定可能である。

・成果３〔地方政府（BAPEDALDA 等）の環境モニタリング・監視能力の強化〕

　　今回、EMCが作成しているトレーニング報告書から一部（水及びセディメント中の水銀

検査）を無作為に抜き取り、受講者の事前･事後テスト結果をみたところ、受講者全員が事

前事後でスコアを伸ばし、平均点も事前 51 点から事後 98 点へと大きく向上しており、ト

レーニングの効果の一端がうかがえる。トレーニングやワークショップへ参加した地方政府

や地方環境ラボラトリーのスタッフが、習得した技術やノウハウを用いてモニタリングを

８　ジャカルタ近郊の河川。

９　「２－４－３　本プロジェクトの活動に係る認識」にて述べたように、これらはEMCには「EMC独自の活動」と位置づけられ

ているが、間接的には成果２がプロジェクト目標に貢献することを示す情報である。
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行い、その結果を EMCに送ってくることが期待される。なお、実際に研修効果が現れてい

る例として、ランプン州のケースを紹介する。同州では、１州１人の受講者枠に加え自費

で追加要員を受講させるなど熱心にプロジェクトに参加した結果、習得技術・知識を生か

して極めて質の高い環境ラボを整備しつつある10。

表３－１　プロジェクト目標・成果指標のベースライン、ターゲット及び実績（要約）

PDM項目

【プロジェクト目標】

EMCの主導の下、EMC

とBAPEDALDAが協働

する環境管理体制が構

築される。

【成　果】

1）信頼性の高いモニタ

リングデータと科

学的知見を基に、モ

デル地域において

特定の環境問題に

対する対策のオプ

ションが提案され

る。

プロジェクト前の

状態

（ベースライン）

・ 北 ス マ ト ラ 州

BAPEDALDA は環

境ラボ設置に着手し

たばかり（ラボ整

備・管理・モニタリ

ングのための人材、

ノウハウもなし。水

質モニタリング実施

状況は県政府により

まちまち。県政府は

他機関のラボに委

託）。

・EMC による地方ラ

ボ職員トレーニング

は、他の援助事業の

予算で行われてい

た。

・環境モニタリングは

他機関のラボが実

施。BAPEDALDA-

NSPは、モニタリン

グデータをクライア

ントを通してのみ取

得できていた。

プロジェクト終了時に期待され

る状態（ターゲット）

R／D添付PDM

1）北スマトラ州で、３分野の環

境問題への対策オプションが

実施される。

2）EMCがBAPEDALDAに技術ガ

イドラインを５点提供する。

3）EMCが地方政府向けトレーニ

ン具を実施（４年間で360人）。

中間評価時のPDM改定案

1）北スマトラ州で、デリ川水質

汚染問題への対策オプション

のいくつかが実施される。

2）EMC と地方環境管理当局

（BAPEDALDA等）が結ぶ協

力合意数が増える。

3）EMCに対し30州からの水質モ

ニタリング報告及び10都市か

らの大気モニタリング報告が

毎年提出される。

1）BAPEDALDAとEMCの協働に

より毎年３部のモニタリング

報告書作成。

2）環境対策オプション提案の会

議がEMCとBAPEDALDAに

より年３回開催される。

中間評価時実績

R／D添付PDM

1）１分野にて対策実施を今

後計画（北スマトラ州に

てデリ川対策オプション

の一例が提案され、州

BAPEDALDA はその検

討・実施のためのプロセ

スを計画中）。

2）水質モニタリングガイド

ラインを作成・地方に配

布済み。

3）トレーニング、ワーク

ショップに計160 人が参

加。

中間評価時のPDM改定案

1）上記1）に同じ。

2）北スマトラ州を含め３地

方政府と協力合意締結済

み。

3）2003年度は30州、11都市

から報告の提出あり。

1）2003年と2004年にデリ川

水質モニタリング報告書

各１部ずつ（計２部）作成

済み。

2）オプション提案に至る前

段階のモニタリングに係

る会議を計６回実施済み

（2002 年１回、2003 年

３回、2004年２回）。

10　専門家の視察結果（ビデオフィルム等）及びコメントによる。
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PDM項目

2）EMCの、KLH及び

BAPEDALDA に対

する科学的知見・技

術的ガイダンスを

提供する能力が強

化される。

3）適切な環境モニタリ

ング監視方法に関

するノウハウが地

方政府に移転され

る。

プロジェクト前の

状態

・EMCからKLHに技

術レポートを提出す

ることはあった（特

に水質モニタリン

グ）。

・既に 18 項目に対し

ISO17025 認証取得

済み。

・EMC による地方ラ

ボ職員トレーニング

は、他の援助事業の

予算で行われてい

た。

プロジェクト終了時に期待され

る状態（ターゲット）

R／D添付のPDM

1）EMCからKLHへの毎年３部の

技術報告書が提出される。

2）EMCは毎年５部のSOPを作成。

3）分析60項目に係るISO17025認

証取得。

4）EMCが20項目の標準物質を製

造。

中間評価時のPDM改定案

1）－ 3）変更なし。

4）EMCが 20項目のレファレン

ス・マテリアル（RM）を製造

し国家認証委員会（KAN）へ

認定を申請する。

1）EMCが毎年３個のトレーニン

グモジュール作成。

2）EMCが地方ラボに対し18項目

の精度管理試験実施。

3）毎年２回の地方ラボ職員向け

ワークショップ実施。

中間評価時実績

1）ジャカルタ都市域にて大

気保全対策プログラム作

成のためのデータ収集中。

「EMC独自活動」の結果、

2002年６部、2003年６部

の技術レポートをKLHに

提出済み。

2）、3） ISO認証新規取得は

2002 年０項目、2003 年

10項目（累計28項目取得

済み）。同数のSOP作成済

み。

4）２項目のRMを製造し安定

化試験実施済み。

1）６トレーニング、ワーク

ショップ実施済み、82モ

ジュール作成済み。

2）41ラボで３項目、11ラボ

で４項目の精度管理試験

実施。

3）2002年２回、2003年０回、

2004年１回ワークショッ

プ開催済み。

　　上述の点以外で、EMC-BAPEDALDAの地方環境管理体制構築に貢献すると思われる要因

として、KLH に派遣されている政策アドバイザー専門家（環境政策）が、本プロジェクトの

成果をKLH 内に周知させ、また成果の活用を図るための活動を精力的に行っていることがあ

げられる。なおこの点につき、JICAインドネシア事務所は、本プロジェクト及び政策アドバ

イザー派遣を含む環境分野 JICA 協力案件をプログラムと捉え、計画を整理中である。

　　プロジェクト目標に至るために必要な外部条件として、活動レベルの外部条件ではあるが

「技術トレーニングを受けた職員が EMC で働き続ける」こと、及び「トレーニングを受けた

地方政府職員が、地方政府（または関連機関）で働き続ける」ことがあげられている11。中間

評価時に、EMC及び BAPEDALDA-NSP に対しスタッフ離職の有無につき関係者に聞き取り

11　 成果レベルの外部条件としては「モデル地域において、いくつかのオプションが実施される」という条件が設定されていたが、

今回協議時に、これは外部条件ではなくプロジェクトの目標そのものだという合意に達し、改訂PDM案においては削除してある。
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を行った際には、本プロジェクト開始後のスタッフ離職はないとの回答であり12、この外部条

件は現時点では満たされていると考えられる。

（3）効率性

　　これまでのところ、プロジェクトの効率性は高いと考えられる。「２－１　投入実績」にて

述べたように、インドネシア側、日本側ともにほぼ計画どおり投入を実施している。C ／ P

及び専門家への聞き取りによると、投入のほとんどは成果達成のために十分活用されている

（無駄な投入はない）とのことであった。

　　インドネシア側の物的投入として、過去のドナー援助〔（無償資金協力、オーストラリア、

国際協力銀行（JBIC）〕によるラボ施設やサンプリング・分析機器が用いられているが、その

なかには故障したが予算不足や、現地に修理のできる代理店がないことなどの理由により修

理できずにあるものも存在する。本プロジェクトでは、故障機器のうち本プロジェクトの成

果達成のために最低限必要なものについて、日本側の現地業務費にて修理を行っており、投

入の有効活用に努めている13。高価な部品・機器を購入する代わりに自作して対応するという

C ／ P の努力もみられた（例えばラボ排水処理装置）。

　　北スマトラ州からの人的投入（C ／ P）につき、当初 PUSALPEDALDA（ラボ）のスタッ

フのみであったものが、BAPEDALDA 全体から人員を配置するように変更された。これ

は、本プロジェクトがモニタリング技術のみでなくモニタリングデータの環境政策への反

映（対策オプション実施）までをめざすことを考えると、適切と評価できる。ただし、

BAPEDALDA-NSP 局長がプロジェクト開始後２度交代14したことで、モデルサイトの意志決

定者にプロジェクトのコンセプトを理解してもらうために多大な労力が費やされることとなっ

た点は、効率性の阻害要因と考えられる。

　　日本側からの人的投入は、これまで長期専門家、短期専門家ともに、ラボ管理やモニタリン

グ技術に関する人材を中心に派遣されてきている。これは、プロジェクト前半期には、まず

EMC及びPUSALPEDALDA-NSPのラボを整備し、適切なモニタリング活動ができるようにな

ることを成果達成の基盤としてめざしていたことを考えれば適切である。プロジェクト後半

で、それまでの活動によって質が向上したモニタリングデータをどのように環境政策に活用

していくかを考えるにあたっては、環境管理分野（既に１名派遣済み）など、政策的側面につ

いても指導できる専門家の派遣がより重要となっていくと考えられる。

　　C／ Pの本邦研修は、本プロジェクトの研修員受入枠のほか、集団研修への参加を通しても

行われている。個々の研修員の帰国後の状況や研修効果を把握することはできなかったが、

専門家及び C／ Pによると、研修帰国者は他のC／ Pにプレゼンテーションを行い習得事項

の周知を図ったうえで、その後本プロジェクトの活動に中心的に携わっており、成果達成に

貢献することが期待されている。

　　なお、一部短期専門家に対し、EMC 側が「ニーズと異なる」「知識・技術が不足してい

る」とのコメントをあげているが、専門家からは、「事前にインドネシアと話し合ったとお

りに派遣している」「本プロジェクトの成果やインドネシアの受入れ能力を考えれば、インド

12　ただし専門家及び一部C／Pからは、若干名の離職がある、との情報もある。

13　 専門家によると、必要不可欠な10点の修理費用は380万円であった。

14　本プロジェクト開始後の初代局長は死去し、後任の局長は州知事の意向により短期間で他部署に異動したとのことである。
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ネシアの要求が過剰」「謙虚に受け止めるべき」、などと異なる反応が返ってきている。

　

（4）インパクト

　　上位目標「国家及び地方レベルの環境管理能力強化」の達成状況を中間評価段階にて判断

するのは時期尚早であるため、今回は、この目標の達成度を将来評価するための手段の有無

につき検討した。

　　上位目標の指標は、①環境モニタリング・監視が、適切に管理されたラボを用いて

BAPEDALDAによって実施されることと、②信頼性の高いモニタリング・監視データに基づ

いて環境対策が実施されること、という北スマトラ州（モデルサイト）にてプロジェクト目

標として期待される効果が、他地域においても発現することを期待するものである。①につ

いては、EMCが各ラボに対して行っている精度管理試験の結果を時系列比較し、それとモニ

タリング・監視活動へのBAPEDALDAの関与状況とのかかわりを分析することで評価可能

と思われる。②については、EMC が年２回を目標に行っている BAPEDALDA 等とのワーク

ショップにおける参加者の報告事項を調査したり、無作為あるいは意図的に調査対象地域を

選定し、関係者に聞き取りを行うことが考えられる。

　　プロジェクト目標から上位目標に至るための外部条件として、「モデル地域において実施さ

れた対策オプションの効果が認められる」ことと、「モデル地域での事例や手法が他の地方政

府に公開される」ことが必要であると設定されている 15。現時点では、プロジェクトから

KLH 他局に対する働きかけは、JCC での報告及び大臣・次官会議での第７次官の報告（内容

は不明）、そしてKLHに派遣されている政策アドバイザーの活動といったチャンネルを通し

て行われているとのことだが、これらがモデル波及に十分であるかどうかは未知数である。

なおこの点に関し、C／ P からは、北スマトラ州にて構築されたモデル（EMC-BAPEDALDA

協働の環境管理体制の枠組み）を他州に広める役割は KLH 第２次官が担うため、同次官が

JCC にて第７次官との連携を協議することや、第２局のスマトラ・リアウ担当次官補がプロ

ジェクトのマネージメント･ミーティングに参加することが必要との声もあり16、プロジェク

トに関する継続的な情報発信が望まれる。その他、EMCがBAPEDALDA等を対象として開

催しているワークショップがプロジェクト終了後も継続されることによっても、モデル地域

で構築された枠組みが他地域に紹介されることは期待できる。

　　上位目標以外のプラスのインパクトとして、専門家からは、技術移転や本邦研修への参加

をきっかけとして、本プロジェクトに関連するもの以外でも、EMC 及び BAPEDALDA-NSP

の活動が活性化したとの意見が得られている。マイナスのインパクトとしては、活動の際の

日当の支払いや本邦研修参加をめぐり、C／ P の間にトラブルが発生することがあると、専

門家により報告されている。

（5）自立発展性

　　中間評価時の入手情報からは、組織･制度面及び技術面の自立発展性は高いと考えられる。

15　その他、「工場などのステークホルダーがプロジェクトに反対しない」という外部条件も設定されている。中間評価時点で

BAPEDALDA-NSPに聞き取りを行った範囲では、北スマトラ州においてはそのような動きはないとのことであった。

16　マネージメント･ミーティングでの発言（議事録より）。
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その主な理由は次のとおり。

・EMCは組織として確立されており、KLHのなかでも一定の役割をもって継続的な政策的支

援を受けている。

・BAPEDALDA-NSP も北スマトラ州の環境管理組織として確立されている。

・PUSALPEDALDA-NSP は、これまで BAPEDALDA 局長下のアドホックな機関（Functional

group）と位置づけられていたが、2004 年５月に BAPEDALDA の部のひとつ（常設組織）

として認められ、今後はより安定的した地位が見込まれる。

・プロジェクト活動のうち、北スマトラ州デリ川の水質モニタリング、EMCにおける技術ガ

イドラインの作成、ジャカルタ大気汚染調査、地方行政官・分析者トレーニング及びワーク

ショップ、地方ラボの精度管理試験など主要なものは、いずれもインドネシア側が主体的

に企画・実施している。

・プロジェクト活動には含まれていないが、EMCの全国河川モニタリング情報収集、チサダ

ネ川モニタリング、東アジア酸性雨調査（新潟大学との共同調査）、料金を徴収しての煤煙

検査分析や工場排水分析など、プロジェクト目標達成に貢献すると思われる活動が多数実

施されている。

・EMC、BAPEDALDA-NSP ともにスタッフの離職がほとんどない17ため、本プロジェクトに

よって移転された技術が組織に残る可能性が高い。

　　財政面の自立発展性については、プロジェクト及び EMCの努力は評価できるものの、懸念

がある。まずプラス面としては、「技術援助は惜しまないが財政援助は行わない」という一貫

した日本側の態度を受けた、プロジェクト活動経費（特にモニタリング費用、ガイドライン／

トレーニングモジュール等作成費用など）を調達しようとするインドネシア側の努力は評価で

きる。中間評価調査団質問状への回答としてEMC、BAPEDALDA-NSPから提出された予算

額を表３－２、表３－３にそれぞれ示したが、両機関とも、プロジェクト開始当初は予算が認

められず経費を負担できなかったものの、2003 年度はモニタリング等の費用を政府予算にて

賄っている18。また、2002 年度から今年度に至るまで、EMC の予算は増加傾向を示している

（表３－２参照）。

　　なお、表３－２に示した「地方環境管理システム強化プロジェクト（DEMS）予算」を検討

する際には注意が必要である。すなわち、チーフアドバイザーが C／ P より聞き取ったとこ

ろによると、EMCの「DEMS予算額」には、全国河川モニタリング事業で 30 州へ配布する経

費及びオーストリア国が無償供与した全国大気汚染モニタリングシステム（10 都市 33 局）の

運営維持経費、精度管理試験（proficiency test）、ISO17025 認証必要経費、Cilincing 川（ジャ

カルタ市）のモニタリング経費、事件対応費などが含まれている。これらの一部は、「２－４

17　 現在のEMCスタッフ117名の継続勤務年数は平均9.5年。

18　EMCが行うトレーニング及びワークショップの開催費用は日本側が負担している。これは、EMCはもともとトレーニング機能

をもっていないため、トレーニング、ワークショップ予算を計上できないことによると説明されている。専門家によると、本プ

ロジェクト終了後、プロジェクトで行っていたトレーニング活動は本来のトレーニング機関である第７局第２次官補（通称トレー

ニングセクション）が実施するようになる可能性もあるが、効果持続の主体が変わるだけであり特に問題とは考えていないとの

ことであった。
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－３　本プロジェクトの活動に係る認識」にて述べたような、本プロジェクトの目標達成に

は貢献するが「DEMS 活動」（PO 記載の活動）とはみなされていない EMC活動のための経費

といえる。例えば 2004 年度「DEMS 予算」約 19 億ルピア19 のうち、実質的な本プロジェク

ト運営経費と認められているのは約２億ルピアとのことである。

　　この情報に基づくと、EMCは本プロジェクト目標達成（達成後は効果継続）のための活動経

費の大部分を、（本プロジェクト経費としてでなく）組織独自の業務実施経費として予算化し

ているといえ、プロジェクト終了後も同様の予算措置がなされる見込みは高いと考えられ

る。一方で、あとに述べるように、「DEMS 予算」には、これまで日本の援助で整備されてき

た施設・機材の維持管理費用が含まれていないため、たとえ活動実施経費が確保されたとし

ても活動の継続可能性には大きな懸念がある。

表３－２　EMC予算

項　目

プロジェクト予算プロジェクト予算プロジェクト予算プロジェクト予算プロジェクト予算

　管理費

　環境汚染対策

　生物多様性対策

　モジュール／

　ガイドライン作成

　研究活動

　情報システム開発

経常予算経常予算経常予算経常予算経常予算

　給　与

　施設使用料

　施設維持管理

　公務出張

DEMSDEMSDEMSDEMSDEMS予算予算予算予算予算（（（（（※※※※※）））））

　C／P予算

　ラボ機材更新

　ラボ情報システム機器

日本側現地業務費（参考）

2001年

843,777

111,187

80,990

132,171

142,500

131,900

245,029

1,522,599

461,000

752,282

215,887

93,430

-

-

-

-

-

2002年

2,650,000

95,000

391,000

410,000

509,000

995,000

250,000

1,628,817

461,000

817,795

250,592

99,430

-

-

-

-

-

2003年

4,066,911

97,981

1,607,759

-

744,693

760,664

85,000

1,874,173

531,959

942,774

288,840

110,600

1,526,780

1,274,530

252,250

-

1,252,900

2004年

5,059,784

149,238

3,084,700

-

451,600

1,022,546

351,700

2,128,743

590,594

1,089,021

322,590

126,538

1,921,561

1,703,361

-

218,200

1,530,367

※注：本プロジェクトのために認められた予算で、「プロジェクト予算」の一部を構成する。チーフアドバイザーの聞き取り

によると、その大部分は「DEMS活動」以外のEMC活動（ただしプロジェクト目標達成に貢献する活動）のための費用が

占め、実質的な本プロジェクト活動経費は約２億ルピアとのこと（本文参照）。

出所：EMCへの中間評価質問票回答

（単位：千ルピア）

19　例えば 2004 年度の予算では、全国河川モニタリング調査経費 2,000 万ルピア／州× 30州＝６億ルピア（2003 年度は１億

7,000万ルピア／州×30州=５億1,000万ルピア）及び大気汚染監視網運営費約４億ルピアなどが大きな割合を占める。これらは、

表３－２のなかでEMCの環境汚染対策事業に含まれる。
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　　北スマトラ州（表３－３）においては、プロジェクト開始後の BAPEDALDA 予算は変動し

ているが、プロジェクト予算全体に占める本プロジェクト経費の割合はEMCの場合より低い

（かつ、現時点でも日本側のモニタリング活動経費の補助はない）ため、モニタリング活動に

限っていえば、プロジェクト終了のインパクトは比較的小さいことが予想される。

PUSALPEDALDAが常設機関の地位を獲得したことの予算面での影響は現時点では不明であ

る20。また、プロジェクト後半にはデリ川水質汚染対策の実施に係る費用が発生するが、その

継続的な調達可能性も未知数である。自立発展性のためには、低コストのオプション選択が

望まれる。

表３－３　BAPEDALDA-NSP予算
（単位：千ルピア）

項　目

プロジェクト予算

経常予算

DEMS予算（※）

2001年

3,140,000

3,772,056

-

2002年

3,935,000

2,303,090

-

2003年

3,204,875

2,193,363

100,000

2004年

4,161,574

（入手できず）

162,000（※２）

※注：本プロジェクトのために認められた予算で、「プロジェクト予算」の一部を構成する。使途は、サンプリングポイント

の決定、サンプリング、分析、マネージメントミーティング・テクニカルミーティング開催、モニタリング・レポート作成。

※注２：計画値。

出所：BAPEDALDA-NSPへの中間評価質問票回答

　　EMC、北スマトラ州双方において最も大きな懸念は、諸機材の更新・保守・管理に係る費

用を継続的に調達できるかどうかという点であり、これは活動の継続性を左右する問題であ

る。特に、2000 年前後に円借款にて供与された機材の修理や更新が今後必要となってくるこ

とが予想され、その費用の調達が課題となっている。現行の予算状況をみると、必要最低限

の機材の更新・保守・修理費用を EMC が捻出することを考えた場合、例えば、2004 年に日

本側負担にて EMCの機材 10 点を修理した際の費用は約２億 6,100 万ルピアであったが、こ

れは同年のEMCの施設維持管理費約３億2,300万ルピアの80％にあたる21。現在EMCが支出

している施設維持管理費の内訳は不明であるが、チーフアドバイザーによると、その大部分

は電気、電話、水道を含めた庁舎管理費にあてられているため、これの一部ないし全部を転用

できる可能性は低いものと考えられる。むしろ、適正な機機材更新や保守修理を実施してい

くためには、現在の予算を 80％増加させなければならないとみるほうが妥当であろう。しか

も、２億 6,100 万ルピアは 10 点の機材の保守管理にかかった経費であり、EMCが有する極め

て多数の機材を考えた場合、独自予算によって適切に維持管理することは相当困難な課題で

あるとみるべきであろう。

　　すなわち、長期的なプロジェクト効果継続のためには、選択的な機材更新・保守・修理計画

20　その他のプラス面として、PUSALPEDALDA-NSPが環境ラボラトリーとして州知事に表彰されたことで、ラボの改築費用も州

政府から支出されるとの情報をC／Pより入手したが、詳細は不明である。

21　北スマトラ州においては、予算面の不確定要素が多く、現時点で費用調達の可能性を見積もることは困難である。なお

PUSALPEDALDAラボ長によると、現在使用できず放置されている大気汚染観測車（円借款にて供与）の修理費用が約１億

3,100万ルピアと見積もられており、日本側にこの修理費用を負担してもらうことが可能か考えているとのことであった。
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が必要である。この点につき、調査団訪問時に機材管理分野の短期専門家が派遣され、計画

策定を指導していた。これにより、実現可能な機材計画が策定されることが期待される。な

お更新・保守・修理等の対象機材を選定するにあたっては、EMCの長期的な運営計画が考慮

されることが重要である。それと同時に、機材の選定にあたっては、現地に修理のできる代

理店があるなどサポート体制が得られることを最優先とし、保守管理に必要となる経費を最

小にすることが必要である。

３－３　分野別評価

　本項ではPDMに記載された３つの分野（北スマトラにおけるパイロット事業、EMCの技術

機能強化、地方政府の環境モニタリング・環境調査機能強化）それぞれにつき、プロジェクト目

標・成果・活動の観点から現状を評価する。

３－３－１　北スマトラにおけるパイロット事業

（1）概　要

　　北スマトラにおけるパイロット事業としてDEMSプロジェクトのPDMに記載されている

内容は、BAPEDALDA-NSP に対して、モデル河川として選定したデリ川における環境モ

ニタリング、政策策定手法、対策手法の知識及び技術を移転することである。プロジェクト

の実施にあたり、EMC-DEMS と BAPEDALDA-NSP 局の間で協定が結ばれており、

BAPEDALDA-NSP 幹部（局長以下数名）、EMC 及び JICA 専門家の間で、モデルサイトの

合同マネージメントミーティングが原則として３～４か月に１回開催されている。また、

１か月に１回程度 EMC 担当者及び JICA 専門家が BAPEDALDA-NSP を訪問し、環境ラボ

における実地指導を行っている。また、2004年３～５月まで富田 孝子 短期専門家（愛知県

環境調査センター）がBAPEDALDA-NSP において「環境管理」に関する指導を行った。こ

れとは別に JICA SV プログラムによって矢次 憲誓氏が 2003 年１月～ 2004 年 12 月まで北

スマトラ州環境ラボに派遣されている。

（2）「プロジェクト目標」に関する実績と評価

〈PDM 記載の目標〉

　EMCの主導の下、EMCと BAPEDALDAが共同する環境管理体制が構築されることを目

標とし、指標として 2006 年までに北スマトラ州 BAPEDALDA と EMC の協働によって、

３つの分野の環境問題に対する対策のオプション（今回協議によって「デリ川の水質保全対

策のいくつかのオプション」と修正）が実施されることを掲げている（なお、第２の指標と

して当初の PDMに掲げられていた「2006 年までに５つの技術ガイドラインが EMC から北

スマトラ州 BAPEDALDA に提供・更新されること」については、今回協議によってこの項

から削除され、「2006 年までに SARPEDAL と地方の環境部局との合意協定の数が増加する

こと」と修正して、Output 2 に対応した指標２－５として位置づけられることとなった）。

　DEMSプロジェクトの特徴は、インドネシアの地方分権化政策に伴って地方における環

境行政を主体的に担うこととなった地方BAPEDALDA及びその業務において重要な役割を

果たす地方環境ラボへの EMC による支援にある。北スマトラ州は、EMC と BAPEDALDA

が構築すべき協働関係を具体的に示すためのパイロット事業のサイトとして選定されたもの

であり、デリ川はこれを具体的に検討するために選ばれたモデル河川である。EMCはイン
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ドネシア KLH の第７局に所属し、水質・大気など環境全般にわたる分析、ラボ管理及び環

境モニタリングを担当している。これらの協働関係については、具体的には、ラボの能力

向上〔Laboratory Development、精度保証・精度管理（QA/QC）、モニタリング（Monitoring）、

アセスメントと解析（Assessment & Analysis）、問題の明確化（Problem Identification）、対策

手法の有効性に関する評価（Evaluation of the effectiveness of countermeasures）を含めた対

策方法の立案（Development Alternatives of Countermeasures）が考えられている。

〈中間評価時までの実績〉

　デリ川の河川クリーンアップキャンペーンが2004年３月17日に北スマトラ州によって実

施された。冨田短期専門家の活動の一環として、デリ川の汚濁負荷量とその発生源の推定

が試みられ、必要な改善対策の考え方が提案されている。

〈現地調査結果及び評価〉

　DEMS プロジェクトにおいては、プロジェクト目標の評価のための指標として、2006 年

までに対策のオプションが実施されることまでを掲げており、プロジェクト終了時までに

目標を達成できる見通しがあるかどうかが、今回調査団の主要な関心事項のひとつであっ

た。また、調査に先立って討議したなかで、「３つの分野」や「５つのガイドライン」が具

体的に何を指すのかについて関係者の理解が分かれていることが指摘され、プロジェクト

が具体的に目標とすべき内容の具体化についても留意された。その結果、「３つの分野」と

は異なった分野における対策を念頭においたものではなく、モデル河川として選定したデ

リ川の水質保全対策として考えられるオプションのなかからいくつかのものが実施されるこ

とと解釈し、これによって目標を明確にした。

　北スマトラ州の環境ラボの整備及びモニタリングに関する能力向上については、下記

（3）に示すように一定の成果をあげてきており、モニタリングの成果を環境政策にどのよ

うに活用するかが本プロジェクトにおける今後の焦点となる。これについては、本年派遣

された冨田短期専門家（環境管理）の指導によるデリ川の汚濁解析に基づく対策オプション

の考え方が提示されており、今後はこれを基にした検討の推進が鍵となると考えられる。

　このように、今後２年間のプロジェクト期間内の目標達成に向けた取り組みの下地はつ

くられていることが確認できた。その一方で、EMC と BAPEDALDA の協働関係について

は、EMC側のこれまでの実績からみて、EMCが BAPEDALDAの政策面での検討にどの程

度実際的な関与ができるかについては未知数である。この点に特に留意し、北スマトラに

おける取り組みが EMC の C ／ P の参画の下、EMC との連携のうえで行われるよう、進め

ていくことが必要である。

〈参考資料等〉

・PDM 計画 - 実績比較表（専門家チーム作成）

・冨田短期専門家業務実施報告書（2004 年５月）

（3）「アウトプット（成果）」に関する実績と評価

〈PDM 記載のアウトプット（成果）〉

　信頼性の高いモニタリングデータと科学的知見をもとに、モデル地域（北スマトラ州）に

おいて特定の環境問題に対する対策のオプションが提案されることを掲げ、その指標とし
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て、（1）2006 年まで北スマトラ州 BAPEDALDA と EMC の共同によって、毎年３部の環境

モニタリング・監視報告書が作成されること、（2）EMCと北スマトラ州BAPEDALDAによっ

て、オプション提案のための会議が、2006 年まで（今回協議によって「毎年」と修正）、年

３回開催されることを掲げている。

〈中間評価時までの実績〉

　2003 年と 2004 年にデリ川河川モニタリング報告書が、北スマトラ州環境局によって作

成された。北スマトラ州との会議は 2002 年に１回、2003 年に３回、2004 年に２回（計

６回）開催されている。プロジェクトの開始時点では PUSALPEDALDA-NSP ではモニタリ

ングは行われていなかったが、現在では１年間に河川の 400 検体、工場の 35 検体を分析し

ている。プロジェクト開始以前は、デリ川の水質モニタリングはメダン市において市内の

区域のみに限って実施されていた（民間ラボの Sucofindo に委託）が、現在では３つの行政

体の区域全体で行われている。しかし、予算の制約により、デリ川のモニタリングの頻度は

当初予定の毎月１回から２か月に１回に縮小された。なお、PUSALPEDALDA-NSP（環境

ラボ）は、環境局環境技術部の下部機関として運営されてきたが、2 0 0 4 年５月に

BAPEDALDA の局長に直属する正式な組織として位置づけられた。

〈現地調査結果及び評価〉

　これまでの実績としてモニタリング報告書の作成、EMCと BAPEDALDA-NSP との会

議の開催は着実に行われてきている旨、調査団は専門家及び C ／ P から聴取した。前項

（2）で述べたとおり、モニタリングデータと科学的知見に基づく対策オプションの提案は、

DEMSプロジェクトの目標達成のための重要な鍵を握っている。今後対策オプションに焦点

をあてた検討が進められることは十分期待できるが、これまでの取り組みでは調査・分析

手法等の議論が中心になっていたのに対し、今後の環境対策のオプションの検討には、環境

モニタリングデータより広範な分野の専門家の関与が必要であるので、こうした関係者を

含めた検討の機会を設けることができるかどうかが成功を左右すると考えられる。なお、

関係機関の幅広い参加による調整委員会の設置に関しては、藤塚専門家が北スマトラを訪

れた際に環境局長（現在の局長）との間で話し合われており、その方向で検討していきたい

との意向が C／ P から示された。

〈参考資料等〉

・PDM 計画 - 実績比較表（専門家チーム作成）

・北スマトラ州からのクエスチョネア回答

（4）モデルサイトにおけるパイロットプロジェクトの「活動」に関する実績と評価

1 － 1）　PUSALPEDALDA におけるラボ管理の改善

〈PDM 記載の活動〉

　下記の活動を行うこととしている。

1－ 1－ 1）　ラボ機器のメンテナンス及びキャリブレーションを行う

1－ 1－ 2）　ラボ管理システムを構築する

1－ 1－ 3）　QA/QC システムを構築する
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〈中間評価時までの実績〉

　2003 年８月までに実験室内装、機材・薬品等の補充についてほぼ終了し、矢次 SV に

よってラボの現場に即した継続的な指導が行われている。2004年３月までに合同マネージメ

ントミーティングを６回開催し、調査・分析手法等の議論が行われ、SOP の解説とそれに

基づく分析技術トレーニングがほぼ終了した（21 項目中 19 項目）。なお、同ミーティング

は、北スマトラ環境局幹部（局長以下数名）、EMC 及び JICA 専門家の間で、原則として

３～４か月に１回開催することとなっている。

　なお、北スマトラ州 PUSALPEDALDAには州からは７名の職員が任命されているが、実

際には所長を含め３名が勤務しており、そのほかに契約職員 23 名が分析（12 名）、警備

（４名）、清掃（１名）、電算オペレータ（５名）、庭師（１名）の業務を担当している。

〈現地調査結果及び評価〉

　調査団は BAPEDALDA の環境ラボのHidayati ラボ長から現況に関する説明を聴取し、そ

の後ラボ内を視察した（５月 21 日午後）。同ラボ長からは、BAPEDALDA の環境ラボにつ

いては、これまでは非公式なもの（その設置に関する州知事令は出ていたが、組織条例及

び業務内容を定めた知事令のなかで環境局の組織としての記述がなく、環境局長の指示で

事実上の対応が行われていた）であったが、最近この問題の解決について州知事の合意が

得られ、正式なものとして位置づけられることになったとの説明があった。分析担当には

正規職員がおらず、契約職員で実施されており、これまでは給与遅配などの問題があって

業務実施へのインセンティブが課題であったようである。所長は分析担当職員の能力にはほ

ぼ問題はないと考えているが、分析の精度を高め、研究などの分野にも発展させていくた

めには、分析担当の正規職員を充実させることが必要であり、組織が正式なものとなった

ことによって、今後この課題にどのような対応がなされるかが注目される。

　ラボにおいては、金曜日の午後という時間に訪問したのにもかかわらず、職員が業務に

あたっている状況をみることができた。同行した矢次シニアボランティアからは、ラボに

おいて日常的に発生する諸問題に関して指導を行い、その成果がラボの業務に反映され

て、創意工夫を凝らしたラボの運営が行われているとの説明があった。SVの現地のラボ

の実情に即した指導は、今後の協力の進め方の方向を示唆したものと評価できよう。

〈参考資料等〉

・プロジェクト進捗報告書⑦

・PDM 計画 - 実績比較表（専門家チーム作成）

1 － 2）　環境モニタリングの実施と特定問題点に関するアセスメントの実施

〈PDM 記載の活動〉

　下記の活動を行うこととしている。

1－ 2－ 1）　環境モニタリング・監視を行う

1－ 2－ 2）　環境汚染状況と汚染源に関するスタディーを行う

〈中間評価時までの実績〉

　デリ川における水質モニタリングは、2003 年４月以来９回（2003 年４～ 10 月、2004 年

１月及び３月）実施されている。21地点でKey Parameter 〔pH、伝導度、生物化学的酸素要
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くない。したがって、関係者が広く水質汚濁改善に関心をもち、積極的な参加が推進され

るようなソフトな対策から着手することが有効であろう。

　また、全体の負荷量としては１割程度と推定されたとはいえ、工場事業場排水のなかに

は高濃度の BODを排出しているものや相対的に汚濁負荷の大きな事業場もあり、環境基準

や排出基準の設定のあり方の検討や規制対策の実効をいかに担保していくかについての検討

も重要である。とくに、デリ川におけるプロジェクトを EMCと BAPEDALDA の協働関係

構築のためのモデルとして考えたとき、環境行政において取り組むことができる対策につ

いて十分検討しておくことは今後の全国展開の準備として大きな意味をもっている。

　なお、これまでの実施指導には矢次 SV及び富田短期専門家（環境管理）の活動に負う部

分が大きいと考えられる。

３－３－２　EMC の技術機能強化

（1）概　要

　　DEMSのプロジェクト目標である地方環境管理体制構築のためには、EMCが環境モニタ

リングの結果に基づいてBAPEDALDA及びKLHに対して技術的見地から根拠に基づく科学

的知見を提供することが必要である。そのため、DEMSの２番目の柱としてEMCの技術機

能の強化が位置づけられている。

　　この活動は次の２つを目的として、インドネシアにおける技術的基盤を構築するため

に、EMC に対して投入を行うものである。

①　政策提言に資する正確なモニタリングデータを提供できるよう全国のモニタリング機関

（ラボや地方政府）の管理を適切に行い、精度向上に努める。

②　モニタリング結果を解析し、汚染原因の究明や対策効果の定量的評価など政策判断に

必要な科学的知見を提供する能力を EMC 自らが得る。

　　まず①については、地方環境分析機関の能力向上のため、EMCが標準手法の開発や標準

物質の製造により全国のラボの精度向上を図るとともにラボの精度管理に関して助言するた

めのシステムを構築することが具体的目標となる。

　　今回の調査においては、主に EMC自身のラボ管理技術の向上と地方環境分析機関に対

するガイダンスの提供に関する活動の進捗状況が確認され、残りの２年間で具体的にどの

ような項目やレベルまで進めることが可能であるかが議論になった。

　　その結果、標準手法開発と地方への移転方法の基本的考え方、標準物質供給の制度的問

題点、ラボ管理システム構築に関する方向性などが確認され、今後具体的パラメータなどは

国家環境モニタリング等の計画も参考にしながらDEMSにおいて業務計画のなかで決定する

こととされた。

　　また、②については、PDMに記載された活動については、処理施設の評価、環境基準の

評価、ジャカルタにおける大気質モデルの研究となっており、主には KLH に対して政策立

案に必要な科学的知見の提供を行うこととなっている。この点については、３－２（1）で

も述べたとおり、環境管理サイクルにおける EMC の役割をどのように認識しているかに

よって成果の評価が異なってくる。第７次官の発言などにより EMC や北スマトラ州、

KLHにおいてその点は再確認なされたものの、特に EMCにおいては今後も、EMCの役割

に関しC／P側の意識の確認と政策立案に関し更なる参加意識の高揚を図りつつ活動を進め
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ていく必要があると感じられた。

（2）プロジェクト目標に関する実績と評価

〈PDM 記載の目標〉

　活動２に関係するプロジェクト目標としては「EMCからBAPEDALDAに５つの技術ガイ

ドラインが提供される」が成果の指標に移され、新たな指標として、「EMC と地方政府が

国家環境モニタリングに関して交わした協定（agreement）の締結数が増加する」と「EMC

に対し30州から水質モニタリングに関するレポートと10都市から大気モニタリングに関す

るレポートが提出される」が双方の提案により採択された。

〈中間評価までの実績〉

　協定の締結数に関してはこれまでに３都市と締結済みであり、モニタリング・レポート

に関しては 30 州及び 11 都市からのレポートが提出されていることが確認されている。

〈評　価〉

　地方分権化の流れのなかで、BAPEDALDAがラボを所有する州の数も増加しており、協

定の締結数は今後とも増加することが見込まれる。また、モニタリング・レポートについて

は既に目標数に達しており、今後地方ラボと BAPEDALDA の能力向上（活動３）と連携し

て機器の故障への対応や精度管理を適切に行い、ラボの能力の維持に努めることにより目

標の達成は可能と考えられる。

（3）アウトプット（成果）に関する実績と評価

〈PDM 記載の目標〉

　成果指標のうち２－４に掲げた標準物質（SRM/CRM）については、認定機関である

KANがいまだ認証できる体制にないことから、「20 項目の RMが製造され、KANに対し認

定の申請を行う」と改訂された。

　活動２に関する成果指標は次のとおり。

①　科学的知見に基づく３つのレポートがKLHの他の部署に対しEMCから提出される。

②　毎年５つの SOP が作成される。

③　2006 年までに 60項目について ISO17025 の認証を受ける。

④　2006 年までに 20項目の RMが製造され、KANに対し認定の申請を行う。

〈中間評価までの実績〉

　それぞれの成果指標の中間評価時までの実績は以下のとおり。

①　KLHへのレポートの提出状況

　　ジャカルタ大気汚染については21地点においてモニタリングが実施され、モデル化

のためのソフトも開発されている。

　　また、SOER2003（いわゆる環境白書）にモニタリング結果が提供されている。

　　さらに、EMCからKLHに提出されたモニタリング等の報告書について実績をヒア

リングしたところ、これまでに 2002 年と 2003 年に 12件のレポートが「EMC独自の

活動」として提出されているが、このうちいくつかはDEMS専門家の助言等も受け

ており、２－４－３で整理したように「DEMSの活動に関連したEMCの活動による

成果」と位置づけられるものがあった。
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②　SOPの作成

　　ISOを取得した 28 項目については SOP が作成されている。

③　ISO17025 認証取得

　　DEMS開始以降 10 項目が追加され 28項目となっている。

④　RMの製造

　　これまでに 10 項目の河川水と４項目の底質についての RM が作成されているが

KANの認定はまだ受けていない（申請は既にしている）。

〈評　価〉

　いずれの成果指標についても中間評価までに必要とされる成果を得ているものと考えら

れ、DEMS 終了までに成果指標の達成は十分可能と考えられる。

　なお、①の成果については、今回の実績評価において議論となった「EMC独自の活動」

を一部評価することとしたが、今後これらの活動と DEMS とのかかわりを整理するうえで

も、日々の EMCのモニタリング活動等に対して専門家から科学的解析に関して積極的に

助言を行い、KLHへのレポートにそれが反映されるようにすることを意識するとともに、

C／Pともそのような意識を共有することが必要である。そのためにも、環境ラボ課やモニ

タリング課との情報共有に努め、C／ P との定期的な業務計画の協議を行い、「EMC 独自

活動」と「DEMS の活動に関連した EMC の活動」を区分しつつ助言を行う必要がある。

（4）活動に関する実績と評価

2 － 1）　EMC のラボ管理の向上

2－ 1－ 1）　サンプリング、分析の標準手法、標準手順書の開発

　　EMCの基本的なラボ管理能力は初期の認証取得時（2002 年）までに確立されてお

り、今後必要なパラメータに対し SOPを開発するなどして取得項目数は確実に増加

するとみられ、DEMS終了までの目標であるISO17025の60項目の取得は可能である

と考えられる。

　　SOPの開発数についても、EMC内部管理用には ISO取得時に開発がなされ、地方

ラボ向けには研修教材としてサンプリング・分析の標準手法が作成されている。

　　DEMSの終了時までにEMC及びBAPEDALDAに必要とされる分析項目について、

プロジェクトチームと C／ P、更にKLHも交えてその優先順位を検討し、モニタリ

ング計画に合わせた計画的な標準手法、手順書の開発を進めることが重要である。

その際、専門家からラボ分析能力（特に地方ラボの）を考慮して実現可能性の観点か

らモニタリング戦略に関する適切なアドバイスが必要である。

2－ 1－ 2）　SRM/CRMの作成

　　現在までに10項目の河川水と４項目の底質のRMを作成している。しかしながら、

プロジェクト形成時に予定されていたSRM及びCRMの作成に関しては、EMC側の

技術的な準備は進んでいるものの、認証機関側の事情により、現在のところ認証を

与える準備ができていないとのことである。

　　制度的にはSRMやCRMとして作成し提供することが望ましいが、技術的に同等

レベルで、地方ラボのキャリブレーションに支障のない精度のRMをつくることが
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できれば、認証が得られなくてもDEMSの当初の目的を達成することができる。

　　DEMS のプロジェクト目標としては SRM、CRMの作成を目標とすることとする

が、外部条件により認証を得られない場合はRMがEMCの技術向上と地方ラボの精

度管理に同等の成果をもたらすことができればDEMSにとって同等の成果をもたらす

ものとして一定の評価をすることができると考えられる。

2－ 1 － 3）　ラボ管理システムの構築

　　ラボの品質管理においては、EMC自体は 2－ 1－ 1）で ISO17025 取得等認証制度

における管理システムを構築しているが、地方ラボとのネットワークにおいても

EMC のラボ奨励基準に基づき推奨（Recommendation）を与える制度を確立してい

る。これはEMCを核として環境ラボのネットワークを形成する手法としてKLHが

考案したもので、これまでにいくつかの環境ラボに推奨を与えている。また、2002年

にはBAPEDALDAを招いたワークショップを開催し、水質モニタリングにおいてそ

れらの認証以外に州政府がモニタリングの調整を実施する機関として新たな委託契約

を交わし、KLHからの補助金による全国モニタリングの実施体制を構築している。

　　このように、地方ラボに関しては、地方分権化とBAPEDALDAの機能の見直しに

よりプロジェクト形成当初とはKLHとの関係において状況が変化しており、モニタ

リングにおける精度管理などはBAPEDALDAを介して行うことになるが、EMCから

見れば研修やインストラクションの相手が変わっても同じことを実施することになる。

　　DEMSの後半期間においては、これらKLHとBAPEDALDA、地方ラボの役割を見

極め、持続性の観点から効率的な投入となるよう研修等の相手先を選択する必要が

ある。

2 － 2）　KLH の政策立案に対する技術的支援

2－ 2 － 1）　汚染対策施設の評価

　　いくつかの汚染対策施設の評価を行うこととしているが、現状では EMCに対する

ニーズや技術力の面から新たな施設の評価をするには至っていない。

　　これについてはプロジェクト形成当初と具体的な施設の考え方に差異が生じてきて

いると考えられることから、EMCあるいはKLHのニーズについて調査し、必要な技

術移転のあり方についてインドネシア側と協議し日本からの可能な投入（短期専門家

等）について十分検討する必要がある。

2－ 2 － 2）　既存の環境基準の評価

　　この活動はEMCとの具体的内容の協議により、水質と大気に限定した「モニタリ

ングデータに基づく評価」と改訂された。

　　環境基準の評価はこれまでの活動実績では具体的に行われていないが、環境基準

評価そのものがモニタリング結果に基づき検討されるものであることから、活動の

成果の確認はDEMS後半期間に確認すべきものである。

　　インドネシアにおいては、法に規定されている環境基準は、日本や欧米の海外先

進国の事例をそのまま用いているものが多く、分析手法や精度も十分に精査されな

いまま決定されているものが見受けられる。
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　　そのことからDEMS後半期間においてモニタリング結果の解析と環境ラボの分析精

度等の実態に応じた環境基準のあり方を技術的な観点から整理し、法改正に至らな

いまでもKLHへの提言（技術レポート）として取りまとめる必要がある。

2－ 2－ 3）　ジャカルタ大気汚染に関するスタディー

　　このスタディーについては基本的な技術の移転を大阪大学に依頼し、同大学留学

生のエスロム氏を中心に EMC及びKLHにおける技術向上をめざし、移転した技術

の実用化を図るものとして計画されていた。

　　実際に、エスロム氏は博士号を取得し、帰国後EMCの大気のラボに復帰し、短期

専門家の近藤先生の指導もあり、シミュレーションの精度向上に一定の成果がみら

れるが、藤塚専門家の指摘があったようにKLHではその成果が十分に生かされてい

ないとの見解もあった。この点は、技術移転の成果の評価とDEMSプロジェクトの

目標指標の違いにも起因するが、今後この活動を通じて得られる成果を、KLHへの

科学的知識を提供したものとして具体的に評価する必要がある。

　　そのため、今後の活動においては、1）大気汚染に係るモニタリングの役割分担と

相応の予算の準備、2）KLH の施策実施の評価手法確立とそれに必要な情報収集、

3）次の対策手法検討のための技術的検討をEMCの科学的解析によることなどの確認

をしたうえで、大阪大学と連携して、精度向上、施策検討への活用などの具体的進め

方について専門的観点からの検討も踏まえ計画的に進める必要がある。

３－３－３　地方政府の環境モニタリング・環境調査機能強化

（1）概　要

　　EMC から地方政府への技術移転として位置づけられている活動３は、活動１をモデル

として活動２で向上されたEMCの機能を地方へ移転する活動として位置づけられている。

これらいわゆる「研修機能」についてはサンプリング、分析技術の研修としてこれまでの

EMCプロジェクトにおいてもの活動のひとつの柱として実施された実績もあり、EMC が

得意とする活動のひとつである。

　　したがって、実績やその評価においては指標の数的な把握によれば成果、活動とも十分

に評価することができる。

　　しかしながら、研修の内容については環境管理のどのレベルまでやるべきかについて意

見が分かれており、政策立案の段階までどれだけ近づけた研修ができるかについては、

EMCがDEMS期間内に環境管理サイクルのどの段階まで地方に移転できる能力を備えるか

どうかにかかわっている。

　　現段階では、PDMには具体的に明記されていないため、今後 EMCの役割の明確化（認

識の共有）と能力向上の状況を見極めながら、JCC 等において活動３で実施する研修・

ワークショップが環境管理サイクルのどのレベルまで行うかを協議し、具体的研修・ワー

クショップの計画を策定する必要がある。

（2）プロジェクト目標に関する実績と評価

〈PDM 記載の目標〉

　中間評価においてプロジェクト目標のうち地方政府トレーニングに関する指標が成果指標
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に移され、新たな指標としていくつかの成果の包括的指標として「EMCに対し 30州から水

質モニタリングに関するレポートと 10 都市から大気モニタリングに関するレポートが提出

される」がインドネシア側から提案され採択された。

〈実績及び評価〉

　３－３－２に記載したとおり活動２と３により十分な成果が得られると期待される。

（3）アウトプット（成果）に関する実績と評価

〈PDM 記載の目標〉

　成果指標として次の項目が記載されている。なお、トレーニングの参加者数はプロジェク

ト目標から成果目標へと移された目標である。

①　毎年３つのトレーニングモジュール（教材）を作成する。

②　2006 年までに 18項目の精度管理試験を行う。

③　毎年 2回の地方政府職員向けワークショップを開催する。

④　2006 年までに 360 名の地方政府（ラボ含む）職員の研修を行う。

〈中間評価までの実績〉

　①、②及び④の指標は達成しているか、または、達成の見込みがある。トレーニングモ

ジュールは２年間で 82 モジュール、精度管理試験は 41 ラボに対し３項目、11 ラボに対し

４項目が実施済み。ワークショップも計３回開催されている。

　また研修生の数も既に 160 人となり期間内に達成することは可能と考えられる。

〈評　価〉

　指標の数値的には期間内の達成は可能であると思われるが、DEMSの残り期間でより有

効性の高い成果を得るためには、他の活動と連携してより効果の高い研修となるよう内容

の検討が必要である。C／Pのみならず地方政府側の要望を調査するなど研修内容の検討手

法についても EMC 側と協議する必要がある。

（4）活動に関する実績と評価

3 － 1）　地方のラボ管理能力の向上

〈PDM 記載の活動及び実績〉

3－ 1 － 1）　基礎項目に続く項目の分析に関する地方ラボ職員のトレーニング

　　地方ラボ職員のトレーニングとしては、（1）トレーニング教材の作成、（2）27州の

地方環境ラボの職員29名を対象とした環境分析コース（2003年３月10～21日）にお

ける環境モニタリング計画、プロカシー（PROKASI）、汚染指標項目のサンプリン

グと分析技術に関する講義と実習、（3）15州及び１市からの 16名の研修生を対象と

した水銀分析コース（2004 年２月 16 ～ 20 日）が行われた。

3－ 1 － 2）　精度管理試験（proficiency tests）

　　精度管理試験の実施を目的として、2003 年７月 24 日に 45 か所の地方ラボ及び

７か所の民間ラボに対して標準物質が送付され、その結果は同年８月中旬までに集

められ、報告書が作成された（41 ラボが３項目、11 ラボが４項目を分析）。

3－ 1 － 3）　ラボ管理（LQMS）に関し地方ラボ職員のトレーニングを行う
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　　州政府の BAPEDALDA及び地方間環境管理部局（BPLHD）22 の職員を対象とする

ラボ管理システムに関するトレーニング（講義と討議を主体とする）が EMCによっ

て実施された。

3－ 1－ 4）　地方ラボ間での情報交換のためワークショップを開催

　　地方ラボ間での情報交換のため河川水質モニタリングワークショップ（2002 年

12月）、水質モニタリングワークショップ（2003年３月、28州１都市から40人参加）

が開催された。これによって、モニタリングガイドラインの活用、モニタリング結果

の EMCへの報告が要請された。

〈評　価〉

　地方分権化政策の進行に伴い、地方環境ラボの能力形成は喫緊の重要課題となっている

が、1993 年から 2000 年にかけて行われた第一期の EMC プロジェクトによって成果を得た

EMC のリファレンスラボの機能の構築によって、EMC による地方ラボへの技術移転が可

能となっていたことは、インドネシアにおける全国の環境管理体制の構築・強化のために

極めて意義のある展開であった。DEMSプロジェクトにおいては、これを実践して、具体

的に地方の環境ラボの能力形成を推進することをめざしている。これまでに行われた活動

は、EMC における研修コースの開催が中心となっており、トレーニング教材を活用した

EMCにおける研修の実施については十分な成果が認められる。一方、地方環境ラボの能力

育成には、それぞれの地方ラボの実態に即した個別の指導にも取り組んでいくことが重要

であり、そのために、EMCの職員と JICA専門家による巡回指導チームを形成し、分析技術

はもとより、機材の維持管理を含めたラボ管理についても指導できるようなEMC職員に対

するキャパシティービルディングが今後の課題となろう。

３－２）　環境モニタリング・監視方法に関するトレーニングの実施

〈PDM 記載の活動及び実績〉

3－ 2－ 1）　地方ラボに対する環境モニタリング・監視方法に関する技術的ガイダンス

　　2003年７月に環境モニタリングコースの研修を実施し28州から35名の研修生が参

加した（河川及び湖沼のモニタリング方法）。

3－ 2－ 2）　地方ラボに対するモニタリング実施に関する技術的ガイダンス

　プロジェクト後半の活動として位置づけられており実績は得られていない。

〈評　価〉

　３－２の活動はプロジェクト形成時には環境モニタリングに関するフィールドでの技術を

EMC から地方ラボへ移転することを目的として位置づけられた。

　しかしながら、DEMS開始以降地方分権化を背景としたラボとBAPEDALDA の機能分担

の見直しにより形成当時と枠組みが変化してきた。KLHからの指示により環境モニタリング

の調整は B A P E D A L D A が行うこととされ、これらのガイダンスもラボではなく

22　州の環境局に関して、多くの州では「BAPEDALDA」と称しているが、ジャカルタ、バンダン、スラバヤ、マカッサルなどで

はこの名称を使用する。機能的な違いはない。

。



－ 37 －

BAPEDALDA 向けに作成されている。

　この点については、DEMS の目的に照らしてもむしろ歓迎すべき状況で、政策実施主体

であるBAPEDALDAがモニタリングの能力を備えることは妥当性の観点からも評価できる。

プロジェクト後半においてもラボだけでなくむしろBAPEDALDAへのガイダンスという観

点でこの活動を評価すべきである。

３－ 3）　影響評価に関するトレーニングの実施

〈PDM 記載の活動及び実績〉

3－ 3 － 1）地方政府による環境管理に必要となる教材を作成する

　　プロジェクト後半の活動として位置づけられており実績は得られていない。

3－ 3－ 2）環境管理に関し地方政府職員のトレーニングを行う

　　プロジェクト後半の活動として位置づけられており実績は得られていない。

3－ 3－ 3）環境管理に関するワークショップを開催する

　　2002 年 12月に「地方政府のための環境管理セミナー」が地方政府環境担当管理者

を対象として開催され、環境管理担当高官の意識向上と EMCの研修、技術移転能力

向上を図っている。

　　また、バンテン州（EMCのあるタンゲラン県を含む旧西ジャワ州西部地域）設立

を記念し、2002年９月に中央政府と地方政府間の環境管理システムのフレームワー

ク構築に関するワークショップを州及び県市の首長を対象としてKLHと合同で開催し

ている。

〈評　価〉

　EMCも参画して「環境管理」を題材とした研修、ワークショップを実施することが目的

であり、現時点ではワークショップを KLH と合同で開催しており、DEMS の成果が発揮さ

れていると考えられる。後半期間の研修に係る活動の主体はこの「環境管理」の分野にどこ

まで踏み込めるかが課題である。
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第４章　今後の計画

４－１　改定プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）案の要点

　調査団とインドネシア側の協議結果及び中間評価結果を経て、改定PDM案を表４－１のとお

り合意した（変更箇所と変更理由は付属資料ミニッツ Annex 1 として、また改定 PDM 案は同

Annex 2として添付）。最も大きな改定はプロジェクト目標指標の変更である。その主要ポイント

は、①パイロット事業の意義と内容を明確化すること、②プロジェクトのアウトプット（活動の

結果生み出される財やサービス）ではなく、アウトプットの直接効果（アウトカム）を測定する

指標を設定すること、③パイロット事業の効果（モデルサイトでの効果）と、それ以外の、環境

管理センター（EMC）を拠点とした活動の効果（全国レベル）の双方を測定すること、とまとめ

られる。

項　目

全体表記

成果指標

（複数箇所）

プロジェクト目標

指標１

現　行

〔討議議事録（R／D）添付〕

E M C が 所 属 す る 組 織 を

「B A P E D A L 」、E M C を

「PUSARPEDAL」と表記。

成果指標１－１、１－２、２－

１、２－２、３－１、３－３は、

2006 年までの間、毎年一定数の

成果品が生み出されることとし

ている。

「2006 年までに、北スマトラ州

BAPEDALDAと PUSARPEDAL

の協働によって、３分野の環境

問題に対する対策のオプション

が、いくつか実施される」

変更案

「BAPEDAL」を「インド

ネシア共和国環境省

（ K L H ）」 に 、

「PUSARPEDAL」を

「SARPEDAL」に変更。

左 記 成 果 指 標 か ら

「2006年までに」という

語を削除。

「2006年までに、北スマ

トラ州地方政府環境管

理局（BAPEDALDA-

NSP）が、デリ川の水質

汚染対策のオプション

をSARPEDALの支援を

受けていくつか実施す

る」

変更理由

組織名称の変更を反映さ

せるため。

毎年の目標値を定めてい

るため、達成期限の表記は

不要。

「３分野の環境問題」を特

定しなければならないが、

いくつもの異なる解釈が

あり、調整が困難であっ

た。協議の結果、パイロッ

ト事業としては、３分野に

取り組むことよりも、特定

の分野においてモニタリ

ング結果が対策実施まで

繋がる成功例を示すこと

が重要であると合意され

た。

表４－１　改定PDM案における変更箇所と変更理由
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項　目

プロジェクト目標

指標２

プロジェクト目標

指標３

プロジェクト目標

指標（新指標２の

追加）

プロジェクト目標

指標（新指標３の

追加）

成果指標２－４

活動２－１－２

現　行

〔討議議事録（R／D）添付〕

「2006年までに、５つの技術ガイ

ドラインがPUSARPEDALから地

方政府に提供・更新される」

「2006年までに、360人の地方政

府職員に対するトレーニングが

PUSARPEDAL によって行われ

る」

－

－

「2006年までに、PUSARPEDAL

によって 2 0 項目の標準物質

（SRM/CRM）が製造される」

「標準物質（SRM/CRM）を製造す

る」

変更案

成果指標２－５として

移動。

成果指標３－４として

移動。

「 2 0 0 6 年までに、

SARPEDALと地方環境

影響管理当局との協力

合意数が増加する」

「毎年、水質モニタリン

グ報告書が 30 州から、

大気質モニタリング報

告書が10都市から、そ

れぞれSARPEDALに提

出され、収集された

データが環境白書用に

処理される」

「 2 0 0 6 年までに、

SARPEDAL によって

2 0 項目のレファレン

ス・マテリアル（RM）が

製造され、国家認証委

員会（KAN）の承認のた

め申請される」

「RMを製造する」

変更理由

EMC（SARPEDAL）による

技術ガイドラインの提供・

更新は活動の結果（アウト

プット）の指標であるた

め。

トレーニング受講者数は

活動の結果（アウトプッ

ト）の指標であるため。

モデルサイト以外でのプ

ロ ジ ェ ク ト 直 接 効 果

（EMC-BAPEDALDAの協

働）を測定するため（専門

家・調査団より提案）。

同上（第７次官より提案）。

現状により即した指標と

した（EMC は既に SRM/

CRMとして承認され得る

RMを製造する能力を備え

ているが、KANにおける

SRM/CRM承認のための体

制が整っていないため）。

同上。
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項　目

活動２－２－１

活動２－２－２

外部条件（成果レ

ベル）

外部条件（成果レ

ベルへの追加）

現　行

〔討議議事録（R／D）添付〕

「既存の汚染対策施設を評価す

る」

「環境のバックグラウンドデータ

に基づく、現行の環境基準を評

価する」

「モデル地域において、いくつか

のオプションが実施される」

－

変更案

「既存の汚染対策施設の

評 価 に か か る ス タ

ディーを実施する」

「水質及び大気質に焦点

を絞った環境モニタリ

ングデータに基づく、

現行の環境基準を評価

する」

左記外部条件を削除。

「KANがSRMを承認す

る体制が整う」

変更理由

EMCの機能により即した

表現とした（汚染対策施設

の評価自体はKLH他局の

管轄下にあるが、EMCも

評価のための調査を他局

と共同で行うことがある

ため、知識・技術は必要）。

評価対象分野を明確化し、

活動を実施しやすくする

とともに、プロジェクトの

意図により即した内容と

した。

この文は、プロジェクトの

目標そのものを表してい

るため。

成果指標２－４の変更理

由に同じ。

４－２　提　言

４－２－１　PDM 指標及び活動計画（PO）活動ターゲットの明確化

　「ミニッツ提言１：PDM改定案におけるプロジェクト目標指標、アウトプット指標及びPOレベ

ルの各活動の目標値やめざす内容（ターゲット）を明確化する必要性がある」

　この点は、今回評価の課題となっていたものの調査期間中には結論をみるに至らなかった事

項であり、次期合同調整委員会（JCC）での報告・議決を目処にプロジェクトチームによる検討・

文書化がなされることが望まれる。

　まずプロジェクト目標指標につき、改定 PDM案で新たに設定された指標のひとつ（新指標

２「EMC と地方政府環境管理当局との協力合意数の増加」）において、いくつの合意が結ばれ

れば目標達成とみなすか、という目標値の検討が課題として残っている。現状としては、2002年

度に２州と、2003 年に２州１特別都市との個別合意が成立しているほか、30 州から、全国河川

水質モニタリング参加へのコミットメントが得られている（「３－２（2）有効性」参照）。

　次に成果の指標につき、本提言の主な対象となる指標は「指標２－２：EMC によって毎年

５つの標準操作手順書（SOP）が作成される」「指標２－３：2006 年までに、分析 60 項目に係る

ISO17025 が、KANにより認証される」及び「指標２－４：2006 年までに、EMCによって 20 項

目のRMが製造され、KANによる SRMの認定のために申請される」である。指標２－２、２－

３については実績を調べたところ、EMC側は SOPの数と ISO17025認証を受けた分析項目の数

を同じものとして報告していたが、専門家からはこのカウント方法に疑問の声もあった。PDM

中では SOP 数、分析項目数それぞれのカウントの仕方が特定されておらず、今回協議において
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もこれを確定するに至らなかったため、各関係者の認識・定義の統一を図ったうえでの実績測

定が望まれる。また指標２－４については、４－１に記したとおり製造対象を SRMから RMへ

と変更したものの、専門家のなかからは「20 項目」という項目数が①現実的な目標値だった

か、②プロジェクト目標の達成に本当に必要な数か、という観点から妥当性を問う指摘があり、

必要であれば見直しが望まれる。

　最後に活動ターゲットの明確化は、PO に書かれた活動項目の一部（特に成果１、２のための

活動）を実施するにあたり、対象や内容を解釈・特定する作業がプロジェクトチームに発生して

いる状況をかんがみてなされた提言である。例えば「活動２－２－１：汚染対策施設を評価す

る」は、これまでのプロジェクトチームによる解釈に沿って「汚染対策施設の評価に関するスタ

ディーを行う」ことである、と改定 PDMにて改められたが、このような解釈の明確化が他の活

動項目においてもなされることが望ましい。また、「活動１－２：（北スマトラ州における）環

境モニタリングの実施と特定問題点に関するアセスメントの実施」も、今回モデルサイトでの

「特定問題点」をデリ川の水質汚染と特定したことを受け、モニタリングやアセスメントの対象

を PO 中に明記することで関係者の認識統一が促進されると思われる。

　これらの明確化作業の方法として、PO 中に各活動の「期待される結果」（何をもって当該活

動が遂行されたとみるか、という、各活動の指標に相当する情報）を記載することが考えられ

る。なお、本プロジェクトにおいても詳細活動計画（年次 PO）では活動対象・内容がより特定

されているが、プロジェクト全体の POにおいても同様の検討を行うことで、詳細活動計画がよ

り一貫性のあるものとなると思われる。

４－２－２　自立発展性のための資金確保

　「ミニッツ提言２：インドネシア側は、本プロジェクト終了後にも効果を持続させるために必

要な資金を確保する必要がある」

　特に、「３－２（5）自立発展性」でも述べたとおり、本プロジェクトでは EMC 及びモデルサ

イト（北スマトラ州）の双方において、分析機器等の保守・修理・更新が十分行われるかという

点につき懸念がある。もっとも現在プロジェクト内で検討されているように、過去に供与され

た機材すべてを利用可能な状態に保つことは現実的ではなく、効果持続に必要な機器を継続的

に稼動させていくことが望ましい。

　EMC においては、短期専門家が派遣されて機材の更新計画が策定中であること、また KLH

第７次官が機材保守・修理・更新のための予算を別途確保しようとしていること23は評価でき、

同様の努力の継続が望まれる。その際、将来にわたりどれだけの機材を維持することが必要か

は、EMCの長期的な運営計画とのかかわりで検討されることが重要である。また、修理のため

の現地におけるサポート体制や維持管理経費の軽減も重要な視点である。

　一方、かねてより、EMCの運営にあたっては、国家予算の不足を補うため独自の収入をあげ

ることが求められてきた。今回の調査では、こうした活動による収入の実態を把握することは

できなかったが、EMC の予算の財源には国家予算から支給されるもののほかにこうした独自

収入によるものも含まれていると考えられることから、財政的自立発展性の今後の評価にあ

たっては、こうした側面の検討も必要である。

23　協議時の第７次官の発言によるが、詳細は未確認。
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　北スマトラ州においては、本プロジェクトで構築しようとしているモデル（EMC と州

BAPEDALDA の協働）として、もっぱら技術面の研修・アドバイス（EMC →地方）とモニタリ

ングデータ提供（地方→EMC）が想定されており、そのための資金確保は州政府に委ねられてい

る状況である。しかし、このような協働関係が同州で長期にわたり定着し、また他地域に波及

するためには、資金面でのモデルのフィージビリティがプロジェクト期間中から検討されるこ

とが有効と考えられる。現在、地方政府環境管理局ラボラトリー（PUSALPEDALDA）におい

ても機器更新計画が策定され、プロジェクトに対して技術ガイダンスと資金援助双方が期待さ

れているが、EMCと PUSALPEDALDAの協働関係がプロジェクト終了後においても継続され

るためには、本プロジェクトから更新費用を調達することはできる限り避け、州政府の現実的

な予算状況と連動させた更新計画とすることが重要である。

４－２－３　JCC のより頻繁な開催

　「ミニッツ提言３：現在年１回以上開催するとされているJCCをより頻繁に開催し、プロジェク

トの活動をより綿密にレビュー・監理することが重要である。」

　今後、プロジェクト目標の達成に向け、チーフアドバイザーとイマム EMC 所長（プロジェク

ト・マネージャー）並びにネリ第７局長（プロジェクト・ディレクター）とのコミュニケーショ

ンを円滑化し、プロジェクトの進捗状況の報告、問題の整理とその解決のための協議、プロジェ

クトの具体的な活動計画に関する協議等を緊密な連携の下で実施する必要がある。また、EMC

が測定、収集、分析したモニタリングデータがいかに環境行政あるいは具体的な環境対策の策

定に生かされるべく、KLHのネリ第７局長及びKLH他局と一層緊密な協議・意見交換を行うべ

きである。そのためには、JCC を有効に活用することが重要である。

　今回調査時の関係者への聞き取りでは、本プロジェクトの進捗や成果は JCC メンバーである

KLH他局にも報告されているものの、それに対する他局からのフィードバックが十分得られて

いないことが指摘された。これに関しては、KLH官房に政策アドバイザーとして派遣されてい

る藤塚専門家との連携も重要である。

　なお、JCC の頻繁な開催が困難であることの理由として、メンバーである次官が多忙であり

日程調整が困難であることがあげられたが、局長が出席不可能である場合は次官補の出席を依

頼するなどして、本プロジェクトに係る意見交換の機会を積極的に増やすことがプロジェクト

の有効性とプラスのインパクト（波及性）を促進すると考えられる。

４－２－４　北スマトラ州モデルサイトでの、環境汚染対策オプションの検討

　「ミニッツ提言４：北スマトラ州モデルプロジェクトの目標達成（環境対策の実施）につき、パ

イロットプロジェクトであるデリ川汚染管理に関して、関係機関の意見を反映させた実施可能

な対策を検討する必要がある」

　（BAPEDALDA-NSP との協議（５月 21 日午前）の席上、調査団側から、先に業務を終了して

帰国した冨田短期専門家の報告書に提案されている様々な対策のオプションについては、今後

更なる検討が必要と考えられるところ、北スマトラ側にこうした検討への取り組みへの意思が

あるか否かについて質問した。また、これらのオプションに関しては、地方政府環境管理局

（BAPEDALDA）が直接所管している行政以外の分野において必要となる取り組みも含まれて

おり、検討に際しては関係機関の参加による調整委員会のようなものを組織して対応する案
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が同専門家の報告書に述べられていることについて、BAPEDALDA 側の見解を求めた。

　これに対して、まず、冨田専門家の報告については、帰国前に行われたプレゼンテーションに

よって内容を把握していること、デリ川流域のモニタリング地点において水質環境基準の目的

類型別のあてはめは現在行政内部で準備中であること、同専門家が残した提言に関しては、更

に検討を行っていきたいと考えていること、調整委員会の設置に関しては、KLHの藤塚専門家

が北スマトラを訪れた際に環境局長（現在の局長）との間で話し合われており、その方向で検討

していきたいとの回答があった。

　先に行った EMCとの協議の際に、調査団側から行った環境管理に関する取り組みのサイクル

と役割に関する提案について、EMC 側としては、KLH における所掌の制約条件から、ラボの能

力向上〔Laboratory Development、精度保証・精度管理（ QA/QC）〕、モニタリング（Monitoring）、

アセスメントと解析（Assessment & Analysis）及び問題の明確化（Problem Identification）ま

でにとどめたいとし、調査団が提起した対策手法の有効性に関する評価(Evaluat ion  of  the

effectiveness of countermeasures）を含めた対策方法の立案（Development Alternatives of

Countermeasures）についてはEMCの役割からは除外したいとの見解が示された。同時に北スマ

トラにおける今回のプロジェクトにおいてどこまで取り組むかについては州政府の意向を調査

団から確認してほしいとの要請があったことを踏まえ、調査団から上記協議の経過を説明す

るとともに北スマトラ州政府側の意見を求めた。また、地方環境管理システム強化プロジェク

ト（DEMS）の PDM においては、対策の実施（Implementation）までがプロジェクト目標に掲

げられていることから、プロジェクトが終了する 2006 年までの間に対策に着手する意志が北ス

マトラ州政府側にあるかどうかについても見解を求めた。

　これに対して、北スマトラ州政府としてはプロジェクト終了までの間に対策に着手すること

を前提として、対策手法の有効性に関する評価（Evaluation of the effectiveness of countermeasures）

を含めた対策方法の立案（Development Alternatives of Countermeasures）及びその実施に取り組

みたいとの意向が示された。

　北スマトラ州側にはDEMS 期間内の取り組みについて、当初の PDMに沿った対応をとる意

志が強いことが確認されたことを踏まえ、EMC に対して PDM の修正を行わずにプロジェクト

を継続することで調整し、確認を得た。

　冨田専門家の提案したオプションについての検討を進めるために設置が提案されている関係

者の調整委員会については、DEMSの目標のひとつとなっている北スマトラ州における対策の

実施の実現のために不可欠であると思料されることから、北スマトラ州及び KLH において適切

な検討が進められる必要がある。

　対策オプションの検討に関しては、EMC側に十分な知識・経験が蓄積されていないこと、北

スマトラ州政府における本件に関する検討はDEMSの目標達成の鍵を握っていることを考慮し、

まず 2004 年度後期において、対策オプションの立案と比較検討を指導するための専門家を

BAPEDALDA-NSP に送り、現地にて対応させることが重要である。なお、当該専門家の要件と

しては、地方自治体の環境行政において環境管理対策の実施に取り組んだ経験があること、派

遣期間はオプション立案時の指導と 2005 年前半に更にフォローアップの指導を行うことが望ま

しい。
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４－２－５　専門家派遣に係る留意事項

　大気汚染モニタリング技術に関する短期専門家による指導は 2002 年度からの２年間でジャカ

ルタ市の大気汚染について技術的検証を行ってきている。後半２年間で行政への展開を図る必要

があり、具体的には排出量モデルと拡散モデルが一定の完成をみた時点でKLH、DKI ジャカル

タとミニワークショップを開催し、2005 年からの排ガス規制が環境濃度にどの程度効いてくる

か、その後の濃度の推移がどうなるかを予測した結果を基にその後の規制手法の検討を行うよ

うな展開が考えられる。

●長期専門家は、EMCの技能強化に関して、水質分析面にも重点を置いて地方ラボと EMCの

今後の関係強化に必要な指導を行うことを視野に入れるべきである。一方、水質関係という

立場からは BAPEDALDA-NSP への指導も重要な部分であり、現地に派遣される短期専門家

と連携した対応も必要である。

●機材管理の指導に関しては、EMCの機材の持続可能な維持管理に重点を置き、中長期的視点

に立って必要最小限の経費による実行可能な計画づくりを指導できる短期専門家をあてること

が適当である。

●プロジェクトの実施に関するインドネシア側との政策協議を円滑にするため、今まで以上に

語学力（英語及びインドネシア語）の重視が必要である。専門家の確保にあたってはこの点に

留意するとともに、EMC 出身で日本に留学した者のうち、インドネシア語と日本語に堪能に

なって帰国した者をJICAプロジェクトのサポート要員として確保することも検討すべきと考

える。

 ４－３　教　訓

●効率的なプロジェクト実施のためには、計画者はプロジェクト形成過程や計画策定に係る協

議の経緯を可能な限り詳細に記録し、実施チームに渡すことが重要である。うち主要部分は

英文にしてカウンターパート（C／ P）機関と共有することが望ましい。参照を簡便にするた

め、これらの記録はすべてプロドクの添付資料とすることが望まれる。

４－４　その他

●北スマトラ州の環境ラボの運営指導に関しては、矢次シニア海外ボランティア（SV）から現

地に即した適切な指導が行われているとの印象を強く得た。特に、ラボの立ち上げに関して

は日常的な諸問題に対応していくこと、創意工夫を凝らして現地における条件下で実行可能

な対応を取っていくことが重要であり、今後の地方ラボに対する指導への取り組みのあり方

として、参考となる実例を示したことを評価したい。また、冨田短期専門家の活動が短期間

ながら十分な成果をあげることができたのは、矢次 SV のサポートが重要な役割を果たした

ことも指摘しておきたい。

● JICA による無償資金協力、技術協力を通じ、協力の開始後 10 年以上を経過した現在では

EMCが KLHの組織の重要な部分として定着した印象を強く受けた。かつて EMCで勤務した

スタッフのなかには KLH において行政執務にあたっている者もあり、また以前は BAPEDAL

（KLH 前身）に勤務していたスタッフのなかに現在では EMC で勤務している者もいる。こう

した人事の交流によって、EMCの存在意義や役割への認識がKLH全体で共有されるように

なることが期待される。
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●インドネシアの環境行政に対する日本の協力のインパクトを長期的な観点で把握することが望

ましく、その一環として、EMC から日本に留学に出したスタッフのフォローアップを含め、

EMC において勤務したスタッフのその後の勤務先の状況を把握しておくことが望まれる。

● 付属資料

ミニッツ（M／ M）

収集資料

A）　KLH 組織図

B）　EMC 組織図

C）　BAPEDALDA-NSP 組織図

D）　PUSALPEDALDA-NSP 組織図

E）　EMC スタッフリスト

F）　北スマトラ州カウンターパートリスト（変更前・変更後）

G）　供与機材リスト（2002、2003 年度）

H）　マネージメント･ミーティング及び JCC 開催実績

I）　DEMS プロジェクト発刊物リスト

J）　トレーニング／ワークショップ開催実績及び受講者数

K）　トレーニングモジュールリスト

L）　トレーニング効果測定例
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